
資料１

人口の動向等について

令和７年９月19日
岩手県人口問題対策本部
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１ 総人口及び三区分別人口の推移

・ 本県の人口は、1960年代の約145万人がピーク
・ 2000年代以降は減少傾向であり、2024年は約114万人

出典：国勢調査、岩手県人口移動報告年報
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岩手県の人口の推移
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岩手県毎月人口
推計速報

(R7.8.1現在)
1,128,729人



・ 本県の自然増減は、出生数の減少、死亡数の増加により、1999年に減少に転じ、
以降は減少数が拡大傾向

出典：岩手県人口移動報告年報（前年10/1～9/30）
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３ 社会増減の推移

・ 本県の社会増減には、1960年代、1980年代後半、2000年代後半の３つの減少ピーク
・ 近年は、2018年の▲5,215人から2021年の▲2,738人まで、減少幅が縮小した時期があっ
たが、2024年は▲5,039人

転入者数
・

転出者数

社会増減

出典：岩手県人口移動報告年報（前年10/1～9/30）
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１ 人口の増減率（％）（令和６年１月１日から同年12月31日まで）

・ 本県の人口は、令和６年中に1.57％減少
・ 人口が増加した都道府県は、東京都（0.65％）、千葉県（0.02％）のみ

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和７年１月１日現在）」に基づき政策企画部作成

本県及び各都道府県の人口動態
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２ 自然増減率（％） （令和６年１月１日から同年12月31日まで）

・ すべての都道府県で少子高齢化の影響により自然減
・ 本県は▲1.26％であり、秋田県（▲1.53％）、青森県（▲1.28）に次ぐ自然減少率

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和７年１月１日現在）」に基づき政策企画部作成

本県及び各都道府県の人口動態
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３ 社会増減率（％）（令和６年１月１日から同年12月31日まで）

・ 23都道府県が社会増、24県が社会減であり、本県の社会増減率は、▲0.32％

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和７年１月１日現在）」に基づき政策企画部作成

本県及び各都道府県の人口動態
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４ 直近３年の日本人住民の社会増減率（％）（各年1月1日から12月31日まで）

・ 令和４年に社会増であった宮城県、茨城県、滋賀県も令和５、６年は社会減
・ 東京圏、大阪府、福岡県のみ３年連続社会増であり、特定都府県への人口の集中が継続

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和７年１月１日現在）」に基づき政策企画部作成

本県及び各都道府県の人口動態
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５ 本県の年齢別、男女別の社会増減（若年層）

・ 本県の社会減は、就職、進学期の若年層の社会減が主な要因
・ 20歳台前半では、男性に比べ女性の転出超過が多い傾向が継続

出典：岩手県人口移動報告年報（前年10/1～9/30）

R4（2022） R5（2023） R6（2024）
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〇中小企業における賃上げ環境の整
備を支援
〇女性の所得向上のためのスキル取
得を支援
〇第２子以降の３歳未満児の保育料
等の無償化や妊産婦の通院支援等に
よる負担軽減

〇県内企業における働き方改革の
促進や生産性向上を支援

〇所定内労働時間の短縮や子育て
しやすい環境整備等を支援

〇若者・女性の起業スタートアッ
プを支援

〇ネクジェネフォーラムや若者カ
フェなど若者の主体的な活動を支
援

可処分所得の向上 可処分時間の向上 若者のエンパワーメント

〇企業や地域等における固定的性別役割分担の意識解消を推進
〇家庭における固定定期性別役割分担意識の解消を推進
〇女性が働きやすい職場環境づくりを推進

ジェンダーギャップの解消

○中小企業者等賃上げ環境整備支援事
業費補助 第１回公募42者63,311千
円交付決定、第２回公募実施中

○女性デジタル人材育成プロジェクト開講
８月キックオフ 、定員50名に対し200名
を超える応募

○県内全市町村が第２子以降３歳未満
児の保育料等無償化を実施

○いわて働き方改革推進運動参加企
業数1,147社、いわて働き方改革
AWARD 11月実施予定

○魅力ある職場づくり推進事業費補助
金の利用状況
12者採択、予算執行率99.6％

○職場や地域に存在するアンコンシャス・バイアスへの気づきや見直しを促す講演会を開催（７月 いわて未来づくり機構ラウンドテーブ
ル、９月 岩手県人口減少対策フォーラムin三陸、 ９月 けんせつ小町部会女性活躍推進講座）

○「いわてグラフ」９月号に特集記事を掲載し、職場、家庭、地域等でのジェンダーギャップの解消に向けた意識啓発を推進

○若者カフェマスターの伴走支援により、
若者チャレンジ補助金の応募が順調
（10の枠に対し応募18件）

○新たに大学、高校等での出張若者カ
フェを開始（６月～）

○北いわて産業・社会革新ゾーンプロ
ジェクトと連携したネクストジェネレーション
フォーラムを開催予定（11月 久慈市）

第１回人口問題対策本部会議における議論を踏まえた取組の推進状況



重点事項１ 自然減・社会減対策

基本的な考え方

少子化対策の強化の３つの柱 社会減対策の強化の３つの柱

１ 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上
＜誰もが働きやすく活躍できる職場環境づくり、海外
輸出の促進などによる付加価値額の向上＞

３ 地域の価値や魅力の発信による交流人口・関係
人口の拡大 ＜地域の生活文化や自然環境を生か
したインバウンド観光等の拡大・交流の促進＞

３ 女性の社会減対策
＜雇用労働環境の改善と活躍できる環境の

創出＞

１ 有配偶率の向上
＜出会いの機会の確保・創出＞

２ 有配偶出生率の向上
＜全国トップレベルの子ども・子育て施策の
展開＞

２ いわてとのつながりの維持・強化
＜いわてでの“暮らし”や“働き”の応援と魅力発信＞

以下の方向性を基本に、施策の更なる深化、拡充を図りながら、本県の魅力を発信していく

令和８年度の人口減少対策の推進の方向性について ～若者・女性に選ばれる岩手であるために～

・ 日本全体で人口の減少や一極集中が続く中、国や全国知事会等と連動・連携した取組が一層重要

・ 県としても、結婚や出産、子育てなどへの支援や、若者や女性の定着とＵ・Ｉターンの促進、本県の魅力
発信などの取組を強化

≪施策の推進ポイント≫

ジェンダーギャップの解消

＜プラスワン＞

広域振興局を
核とした市町村や
地域の状況に応じた

取組の強化

11
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１ 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

３ 地域の価値や魅力の発信による交流人口・関係人口の拡大

２ いわてとのつながりの維持・強化

社会減対策の強化の３つの柱

【みちのく潮風トレイル受入推進】本年度構築した連携体制を活用し、受入態勢の強化を推進
【クルーズ船の寄港拡大】国内外のクルーズ船の、より一層の寄港拡大及び交流人口の拡大を推進
【複業マッチング促進】県内企業等向け説明会など複業希望者との接点をつくり、地域課題の解決につながる複業

マッチングを促進
【交流人口・関係人口の拡大】地域おこし協力隊の活動支援や本県の価値や魅力の国内外への発信等を通じた交流

人口・関係人口の更なる拡大、関係の維持・強化

【働き方改革の推進】いわて働き方改革推進運動を引き続き展開していくとともに、アンコンシャス・バイアスや
ジェンダーギャップを含めた各社の実態把握及び改善の取組を支援

【魅力ある雇用・労働環境整備】若者や⼥性などに魅力ある雇⽤・労働環境の整備の促進を図るため柔軟で多様な
勤務制度の導入やオフィス環境改善等の中小企業の取組を支援

【海外展開支援】トップセールス等により強化された現地関係者とのつながりや新たに構築されたネットワークを
生かし、高い効果が期待できるプロモーションを展開し更なる輸出拡大を推進

【人材育成支援】本県の中核産業である半導体関連産業の持続的な成長を支えるため、半導体関連人材育成施設を
活用するなど半導体関連人材の育成・確保に向けた取組を推進

【Ｕ・Ｉターンの推進】本県企業の情報などをきめ細かく発信し、県内就職を支援する各種施策の活⽤につなげ、
Ｕ・Ｉターン就職を更に推進

【企業のマッチング支援】インターンシップや企業見学など、県内企業と学生、U・Iターン希望者とのマッチング
支援等を実施

【農林水産業就業支援】本県農業の魅力発信や就農イメージづくり、農業現場と新規就農希望者の交流支援を強化
し、県外からの新規就農者の確保に向けた取組を推進

施策の更なる深化、拡充に向けた令和８年度の展開の方向性
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１ 有配偶率の向上

３ 女性の社会減対策

２ 有配偶出生率の向上

少子化対策の強化の３つの柱

【女性の所得向上支援】⼥性の所得向上と多様で柔軟な働き方の実現に向け、人材育成から就業までの一貫した支援
を実施

【ジェンダーギャップ解消】職場や家庭、地域におけるアンコンシャス・バイアスやジェンダーギャップの解消に向
けた取組の強化

【子育て世帯への支援】希望する子どもの数を実現できる環境を整備するため、第２子以降の３歳未満児に係る保育
料の無償化など、子育て世帯に向けた経済的支援を引き続き実施

【ライフデザイン形成支援】幅広い年代を対象としたプレコンセプションケアの視点も含め、こども・若者のライフ
デザインの形成支援を強化

【出会いを応援】ｉ-サポについて、食事券の配布、スキルアップセミナー等により、引き続き会員の活動を丁寧に
サポートするとともに、若者のニーズにマッチした、様々な出会いの場を提供

プラスワン 広域振興局を核とした市町村や地域の状況に応じた取組の強化

【市町村の特性に応じた支援】
・地域課題分析型少子化対策支援事業の対象町村における令和８年度事業化に向けた政策形成を支援
・これまでの事業実施等により得られた知見を活用し、引き続き、本庁・広域局の特命課長を中心に関係部局が連携
・国の施策、交付金等の更なる有効活用を市町村に促すなど、市町村の課題に応じた取組を伴走支援

施策の更なる深化、拡充に向けた令和８年度の展開の方向性



いわて女性の活躍促進連携会議
の取組等について

資料２

令和７年９月19日
女性活躍推進本部会議事務局

（環境生活部）



【出席委員からの主な意見】
●色々な選択肢がある都市部に行きたいという人の選択を阻止することはできないけれども、
戻ってきても良いという選択が自由にできる社会を作っていくことが必要。旧弊の慣習、固
定的性別役割分担意識を払拭など、地域や職場、家庭の意識改革をしていくことが大事。

●女性活躍は女性のためだけではなく、男性やLGBT、高齢者や障がい者など全ての人が活躍す
るためのもの。岩手で働くことの持続可能性のために必要とされる究極の地域づくりである。

いわて女性の活躍促進連携会議の取組

【令和７年度第１回いわて女性の活躍促進連携会議 開催報告】

１ 日 時 令和７年８月７日（木） 14:00～15:30

２ 会 場 サンセール盛岡 １階 ダイヤモンド

３ 出席者 知事及び委員（全構成団体(20団体）出席）、会議に置く部会の長等

４ 議 事 (1) 協議「女性活躍支援の取組について」 (2) 報告「女性活躍関連施策の取組状況について」

５ 意見交換「各構成団体における取組状況等について」

女性経営者や女性幹部等で構成する「岩手県商工会議所女性連合会」での研修事業の実施

創業起業者や新分野進出を目指す第二創業希望者の掘り起しや育成のための創業セミナー開催
※今年度から、オンライン創業塾を実施

人口減少をテーマに女性経営者をパネリストに迎えた「岩手経済戦略会議2025」を開催

岩手県森林組合職員連盟主催による女性部会研修を６年ぶりに開催

育児休業等により長期間救急活動に従事していない救急救命士を対象とした復帰支援

「いわて働き方改革推進運動」の宣言項目へ「ジェンダー・ギャップ解消」「アンコンシャス・バイアス解
消」を追加
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岩手県商工会議所連合会

岩手県商工会連合会

岩手経済同友会

岩手県森林組合連合会

岩手県消防長会

ジョブカフェいわて



いわて女性の活躍促進連携会議の取組

１ いわて女性デジタル人材育成プロジェクト

女性の所得向上と多様で柔軟な働き方の実現を図るため、女性デジタル人材の育成と就業まで
の一貫した支援を実施

R7.7.1 受講生募集開始（～8.4） 【定員50名（応募人数215名）】

R7.8.中 事前説明会（３回） 【参加者 延べ104名】
R7.8.31 キックオフイベント
R7.9.1 受講開始

プログラム（コース） 応募人数

グラフィックデザイナーコース （定員10名） 54名

Ｗｅｂデザイナーコース （定員20名） 110名

ＩＴスキル人材コース （定員20名） 51名

２ 固定的性別役割分担意識解消促進事業

職場や地域に存在するアンコンシャス・バイアスへの気づきや見直しを促す講演会の開催
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・対面授業（月１回） ・ZOOMでのライブ授業（２週間に１回）
・e-ラーニング（70～90時間程度）
・クライアントワーク（※）を通じた県内企業等とのマッチング
※協力企業等（県内企業等20社程度）から提供いただく実案件
について、発注者の希望に沿って製品・制作物を納品する体験

キックオフイベントの様子
（R7.8.31）

人口減少対策フォーラム
in三陸

（R7.9.4）

開催日等 講演会等の名称 参加人数 主な参加者

R7.7.11
（盛岡）

いわて未来づくり機構
ラウンドテーブル 130名

ラウンドテーブルメンバー、
県内企業の経営者・管理職層 等

R7.9.4
（釜石）

岩手県人口減少対策
フォーラムin三陸 300名 企業、行政関係者 等

R7.9.8
（盛岡）

女性活躍推進講座
（けんせつ小町部会） 41名 県内に事業所を持つ建設業許可業者

の経営者・従業員 等

R7.10.16
（二戸）

北いわて未来づくり
ネットワークセミナー －

北いわて未来づくりネットワーク会
員企業の経営者・従業員 等



ジェンダーギャップ解消に向けた啓発、情報発信

◆県民の意識啓発に向けた「いわてグラフ」への特別記事の掲載

県内全戸に配布した岩手県広報誌「いわてグラフ」９月号に特集記事を掲載
職場、家庭、地域等でのジェンダーギャップの解消に向けた意識啓発を推進
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◆県政テレビミニ番組「わんこ広報室」

アンコンシャス・バイアスや固定的性別役割分担意識への気づきと解消
をテーマに、県政番組を制作し放映
放送日：テレビ岩手（10月20日、25日、27日、11月１日）

IBC岩手放送（10月21日、28日）



社会減対策の取組状況と今後の展開について

令和７年９月19日
岩手県ふるさと振興監

1

資料３
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◆いわて働き⽅改⾰加速化推進事業費 【商工労働観光部】
県内企業における働き⽅改⾰の促進や⽣産性向上、ジェンダーギャップの解消等を推進す

るため、労働環境の整備と処遇改善に向けた取組を⽀援するとともに、若者や⼥性などに魅
⼒ある職場環境づくりに向けて、新たに企業における従業員エンゲージメントを⾼める取組
を⽀援

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組

(1) 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

◆いわて働き⽅改⾰推進運動

いわて働き⽅改⾰推進運動を展開し、参加企業の中から
優れた取組を実施している企業を表彰◆従業員エンゲージメントサーベイ

（運動参加企業のうち50社程度）

企業におけるアンコンシャスバイアス
の解消を図るため、アンコンシャス・バ
イアスやジェンダー・ギャップの認識度
及び実態を調査し、調査結果をフィード
バックした上で、各社の実情を踏まえた
伴走支援を実施（R7.９月実施予定）

参加企業数1,147社
（R7.7末現在）

いわて働き⽅改⾰AWARD
R7.11月頃実施予定

【今後の展開】
いわて働き⽅改⾰推進運動を引き続き展開していくとともに、アンコンシャス・バイアスやジェン

ダー・ギャップを含めた各社の実態把握及び改善の取組を⽀援することにより、若者や⼥性などが働き
やすい職場環境づくりを進めていく。
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◆魅⼒ある職場づくり推進事業費 【商工労働観光部】
ジェンダーギャップ解消の取組を進め、若者や⼥性などに魅⼒ある雇⽤・労働環境の整備

の促進を図るため、所定内労働時間の短縮や⼦育てしやすい環境整備に加え、新たに、リス
キリング推進の取組に対する⽀援を強化

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組

(1) 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

補助
対象事業

必須１～３のいずれかを含む２つ以上の取組を実施
(必須１)
・所定内労働時間の短縮を図るための取組
(必須２)
・子育てしやすい環境を整備するための取組
(必須３) ※拡充
・リスキリングを支援するための取組
（任意）
・新たな人事評価制度の導入を図るための取組
・キャリアアップを図るための取組
・働きやすい職場環境を整備するための取組

補助率 １/２

補助
上限額

100万円
（拡充:３以上の取組を実施する場合は125万円）

＜魅⼒ある職場づくり推進事業費補助金の概要＞

◆魅⼒ある職場づくり推進事業費補助金

令和７年度は12者（従業員数564名）を採択
（予算執行率99.6％）

【今後の展開】

魅⼒ある職場づくり推進事業費補助金の補助対象事
業を見直しながら、柔軟で多様な勤務制度の導入やオ
フィス環境改善等の中小企業の取組を⽀援していく。
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◆ 中小企業者等賃上げ環境整備支援事業費補助 【商工労働観光部】

経営⾰新計画に基づいて⽣産性の向上を図り、適切かつ円滑な価格転嫁や賃上げのための環境整
備に取り組む県内中小企業等に対して、設備投資・人材育成等に係る経費の一部を補助

令和７年度取組内容

〔第１回公募〕

申請者数：42者

(従業員数：363名)

交付決定額

：63,311千円

申請どおり交付決定

補助対象経費の３分の２、１件当たり200万円を上限

補助対象者

・ 応募申請時点で経営⾰新計画の承認又は経営⾰新計画の変更の
承認を受けている者。ただし、同計画事業期間の３～５年の間に、
給与支給総額を年率平均2.0％以上増加させる見込みである旨の
記載があること。

・ 「パートナーシップ構築宣言」を行い、「パートナーシップ構
築宣言」ポータルサイトに登録されている者。

補助対象経費
適切かつ円滑な価格転嫁や賃上げ及び生産性向上に向けた設備投

資、人材育成及び販路開拓に要する経費

補 助 額

１億円（令和７年度当初予算）予 算 額

１ ３つの柱に基づく取組

(1) 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

【今後の展開】
複数の事業者が連携して行うデジタル化・ＤＸ化、業務効率化・コスト削減の推進などの取組や、

人手不足などに対応するためのデジタル技術導入による⽣産性向上の取組への⽀援を検討する。

〔第２回公募〕

(R7.7.22～9.30)

交付決定は

11月上旬を予定
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◆海外輸出⼒強化事業費 【商工労働観光部】
海外における県産品の販路を拡⼤するため、プロモーションの展開先を拡充し、県内企業

の海外ビジネス展開を⽀援

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組

(1) 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

有望市場である米国（西海岸）及びカナダ等において、現地バイヤー向けのプロモーションや現地
小売店・飲食店等でのフェア開催などのトップセールスや、関係機関と連携した貿易実務に係る研修
会の開催、海外商談会への出展やバイヤー招へい等を実施

【今後の展開】
トップセール等により強化された現地関係者とのつながりや新たに構築されたネットワークを⽣か

し、バイヤー等の産地招へいや現地におけるフェアの継続開催など、⾼い効果が期待できるプロモー
ションを展開し、更なる輸出拡⼤につなげる。
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◆半導体関連人材育成推進事業費 【商工労働観光部】
令和７年４月に開所した半導体関連人材育成施設を活⽤し、半導体関連企業や参入を希望

する地場企業の従業員のほか、⼤学⽣や⾼専⽣、小中⾼⽣など幅広い世代を対象とした人
材育成・確保の取組を推進

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組

(1) 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上

小中学生等向け
イベントの開催

（５回、192名参加）

大学生・高専生等向け
研修の開催

（４回、193名参加）

社会人向け
研修の開催

（６回、28名参加）

※研修等の開催実績はいずれも８月末時点

【今後の展開】
本県の中核産業である半導体関連産業の持続的な成長を⽀えるため、引き続き、半導体

関連人材の育成・確保に向けた取組を推進していく。

研修後に実施しているアンケート等では、全体的に
満足度の高い意見や感想が多く寄せられている。
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◆いわて就業促進事業費 【商工労働観光部】
県内企業と求職者やＵ・Ｉターン希望者とのマッチング⽀援、県内企業によるインターン

シップの実施に対する⽀援等を実施

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(2) いわてとのつながりの維持・強化

◆プロフェッショナル人材事業

県内企業が抱える経営課題を解決するため、プロ
フェッショナル人材戦略拠点（（公財）いわて産業
振興センター）において、民間人材紹介会社と連携
し、県外の専門人材とのマッチング⽀援を実施。

【事業実績】R7.7月末時点
○人材マッチング件数 39件
（内訳） 常勤雇⽤ 26件

副業兼業 13件
○企業からの相談件数 145件

◆Ｕ・Ｉターン機能強化事業

首都圏等に在住する社会人（転職者、求職者）及び
学⽣を対象とした、Ｕ・Ｉターン促進セミナーの開催
や、県外の⼤学等に進学している学⽣の県内企業での
インターンシップの⽀援等を実施。

【事業実績】R7.7月末時点
○セミナーイベント

開催回数：４回
延べ参加者数：56人

○インターンシップ⽀援
募集企業数：85社
参加学⽣数：58人

【今後の展開】

本県企業の情報や、本県で働き、暮らすことの魅⼒
を全国にきめ細かく発信することで、県内就職を⽀援
する各種施策の活⽤につなげ、Ｕ・Ｉターン就職の更
なる推進を図る。

【今後の展開】
地⽅創⽣2.0基本構想に基づき、県内企業と県外の

副業・兼業人材とのマッチングを促進する。



１ 進学する生徒が多い高校において、進学後に県内企業への就職促進を図るための企業見
学会等を開催（４校予定）

２ 県内ものづくり企業の理解促進のため、県内外の高等教育機関向けキャリア講座及び企
業見学会を開催（県内３校、県外４校予定）

３ 県内ものづくり企業の人材確保及び求職者の就職を
促進するため、ハローワーク及び市との連携のもと
就職相談会を開催（花巻市、北上市、奥州市で開催予定）

県内ものづくり企業の認知度を⾼め、引き続き、県内就職
やＵ・Ｉターンを促進していく。
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◆ものづくり高度人材の県内就職・確保促進事業費 【商工労働観光部】
ものづくり産業を⽀える⾼度人材を確保するため、進学希望の⾼校⽣や県内外の⼤学⽣の

県内企業への理解を促進するほか、県内ものづくり企業と求職者のマッチング機会を創出す
ることにより、県内就職及びＵ・Ｉターンを促進

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(2) いわてとのつながりの維持・強化

【今後の展開】

岩手⼤学理工学部キャリア講座（R7.5月）
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◆農林⽔産就業支援事業費 【農林⽔産部】
メタバースを活⽤した就業相談会の対象を農業に加え、林業や漁業に拡⼤するとともに、

新たにリモート就農体験ツアーを開催するほか、県外飲食店等を対象にメタバースを活⽤し
た商談会を開催

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(2）いわてとのつながりの維持・強化

「メタバース就業相談会」
県外からの新規就業者の確保対策の強化のため、農業

に加え、林業、漁業でも開催

【今後の展開】
本県農業の魅⼒発信や就農イメージづくり、農業現場と新規就農希望者の交流⽀援を強化し、県

外からの新規就農者の確保に向けた取組を推進していく。

「リモート就農体験ツアー」
就農のイメージづくりに向け、リモートで本県の農業

を体験する就農体験ツアーを開催

農業：令和７年７月６日（日）、６名参加 令和７年７月29日（火）、９名参加

メタバース就農相談会（農業編） ズッキーニの袋詰め実演農農業者へのインタビューメタバース就農相談会
（農業編）第2回チラシ
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◆みちのく潮⾵トレイル受⼊態勢強化事業費 【商工労働観光部】
地域の観光事業者や行政、ＤＭＯ等多様な関係者と連携し、地域一体となったみちのく潮

⾵トレイルの受入態勢強化を実施

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤

みちのく潮⾵トレイルの認知度向上や利⽤者拡⼤、観光消費額を拡⼤するため、
新たに以下の取組を実施。

【今後の展開】

本年度構築した連携体制を活⽤し、ワーク
ショップで共有した課題へ対応することによ
り受入態勢の強化を推進する。

〇ワークショップ開催

地域の観光事業者や行政、ＤＭＯ等などを対象
としたワークショップを開催し、地域の連携体制
を構築。

〇県内トレイルマップ作製（電子版／紙版）

トレイル初級者や中級者を対象としたマップ

の作成予定（日／英 ２か国語）

〇PRイベント開催

首都圏のスポーツョップなどと連携した情報
発信（11月開催予定）

※ 県内３箇所で実施（7/7久慈市、7/16釜石市、7/17宮古市）

ワークショップの様⼦
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◆インバウンド消費拡⼤推進事業費 【商工労働観光部】
訪日外国人等に対する伝統工芸品をはじめとする県産品等のプロモーションを通じたイン

バウンド消費拡⼤を推進

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤

近年増加傾向にある訪日外国人や日本に関心のある外国人等に対し、本県の魅⼒ある地
場産業を効果的にＰＲするため、海外メディアと連携したプレスツアーの開催や日本最⼤
級の国際的見本市への出展支援を実施。

【今後の展開】

東京インターナショナル・ギフト・
ショー春2026出展者募集案内

海外メディアによる発信記事
（R6年度実施分）

県産品等の海外向けプロモーションを通じ
て、インバウンドの消費拡⼤を図るとともに、
海外のニーズ把握や新たな価値を発見するこ
とで、マーケット拡⼤につなげる。
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◆クルーズ船誘致プロモーション事業費 【県土整備部】
クルーズ船のより一層の寄港拡⼤を図るため、観光資源など「岩手の魅⼒」を知っていただ

くモニターツアーを新たに実施するなど、国内外の船社等を対象としたプロモーションを強化

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤

【今後の展開】

モニターツアーの実施

船社等のキーパーソンやオプショナルツアーを造
成する担当者が、岩手県内を視察するモニターツ
アーを実施

いわてクルーズアドバイザーの招聘

クルーズに関する有識者をアドバイザーとして
招聘し、県が行うポートセールスへの同行、県内
での講演等を実施

国内外のクルーズ船は今後も活況が続くと見込ま
れることから、より一層の寄港拡⼤及び交流人口の
拡⼤に向け、事業を継続する。
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◆人口減少対応型関係人口推進事業費 【ふるさと振興部】
岩手でスキルを活かしたい複業人材と企業等のマッチング等を実施するなど「関係人口」

の量的・質的な拡⼤を図るほか、新たに県北・沿岸地域で「人口減少対策フォーラム」を開
催し、男⼥・世代・地域間のアンコンシャス・バイアスを解消する取り組みを実施

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組

進学、就職期の若者・⼥性の県外転出が課題となっており、その要因の一つとして地⽅における無意
識の思い込み（アンコンシャスバイアス）が指摘されていることから、この課題について理解を深め
るとともに、解決のためのヒントや視点を共有することを目的として、釜石市において「岩手県人口
減少対策フォーラムin三陸」を開催。
※いわて女性活躍企業等認定制度（環境生活部）における認定要件となる研修に位置付けて実施

【今後の展開】
地域・企業が抱える課題解決に向け、⼤学⽣と中小企業の経営者のワークショップ、企業訪問等を

実施し、⼤学⽣からの提言をとりまとめ・発信することにより、企業・団体、産業界等がアンコン
シャスバイアスやジェンダーギャップの解消への理解を深め、対処する取組を進めていく。

【フォーラム開催概要】
開催日：R7.9.4
参加者：企業、行政関係者等 300人
講演講師：（一社）アンコンシャスバイアス研究所代
表理事守屋智敬氏
パネラー：知事、釜石市長、㈱千田精密工業代表取締
役千田ゆきえ氏、八の助商店岡田真由美氏（元地域お
こし協⼒隊、養殖漁業経営）

(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤
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◆人口減少対応型関係人口推進事業（関係人口） 【ふるさと振興部】
岩手でスキルを活かしたい複業人材と県内企業・団体等とのマッチング等を実施するなど、「関係人

口」の量的・質的な拡⼤を図る取組を実施。

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤

【今後の展開】
今後は、県内企業等向け説明会やフィールド

ワーク、マッチング会を通じて複業希望者との接
点をつくり、地域課題の解決につながる複業マッ
チングを促進し、関係人口の創出を図る。

複業を通じて本県とのつながりを持ちたい、地域に貢献したいと考える首都圏の人材と、人材不足
に直面している県内企業等とのマッチングを図り、関係人口を創出するため、『遠恋複業課』では各
種取組を実施。

〇複業希望者向け説明会
岩手県での複業に関心のある県外在住者を対象に、

今年度の取組内容を紹介。
（7/28東京 18名、8/25オンライン 16名）

〇県内受⼊企業向け説明会（県内／オンライン）【予定】

県内企業等を対象に、複業人材の受入に向けた体制整備
や人材確保の⽅法について説明・紹介。

〇フィールドワーク（県内） 【予定】

複業希望者が県内の企業や地域住民と直接交流し、地域
の現場や課題を体感。

〇マッチング会（首都圏／オンライン）【予定】

複業希望者と企業・団体とのマッチングを実施。

複業希望者向け説明会の様⼦遠恋複業課 ロゴマーク
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◆地域おこし協⼒隊活動支援事業費【ふるさと振興部】
地域おこし協⼒隊経験者等を核としたネットワークや市町村と連携し、地域おこし協⼒隊

の受入拡⼤、活動の充実及び任期終了後の定住・定着に向けた隊員・市町村への⽀援を包括
的に実施。

令和７年度取組内容

１ ３つの柱に基づく取組
(3) 地域の価値や魅⼒の発信による交流人口・関係人口の拡⼤

【今後の展開】
引き続き、研修等の実施により、地域おこし協⼒隊の活動⽀援や任期終了後の定住に向けた⽀援

を実施していく。

市町村担当職員向け研修及び
初任者研修会（5/30・合同開催）

合同募集説明会（THEいわてDAY2025）

市町村の協⼒隊担当職員及び着任後概ね１年未満の
隊員を対象とした初任者研修会を合同開催
職員：24名参加 初任者隊員：50名参加

THEいわてDAY2025において、地域おこし協⼒隊制度
の紹介や、市町村の募集PR、現役隊員や隊員経験者
による活動紹介等を行うステージイベントを開催し
た他、制度紹介等を行うブースを出展
イベント全体：569名参加 ブース相談者：13名
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（１）各市町村別の転出状況

広域振興局を核とした市町村や地域の状況に応じた取組の強化

○県外への転出状況（R5.10
～R6.9）については、東京圏
（一都三県）、宮城県の順に
転出が多い。

○一⽅で、市町村別の転出先
（2023年）データを見れば、
盛岡市をはじめとして近隣の
中心市への転出が多い。

初めから首都圏等へ転出して
いるとは限らず、県内にとど
まり、県内で生活し活躍する
「人生の広域化」ともいえる
状況がうかがえる。

⇒  市町村連携・広域連携が
重要
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（２）各市町村の地域特性

広域振興局を核とした市町村や地域の状況に応じた取組の強化

○３３市町村それぞれに強みと考えられる特性、弱みと考えられる特性があり、地域の実情に応
じたきめ細やかな伴走支援を推進していくことが重要。

特性の例

（３）取組の⽅向性

○３３市町村それぞれの現状や課題、地域の特性、ニーズ等を踏まえ、本庁、各広域振興局の
特命課長を中心に、引き続き伴走支援を推進

○国の施策、交付金等の更なる有効活⽤を市町村に促すとともに、本庁、広域振興局において
も広域連携・垂直連携を強化し、社会減対策の取組を推進
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自然減対策の取組状況と今後の方向性について

令和７年９月19日
岩手県少子化対策監

資料４
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■少子化対策の方向性「３つの柱プラス１」

１ 令和７年度の取組について

■一般事業主行動計画の策定促進
■子育て世帯の経済的負担軽減
■既存資源を活用した子どもの遊び場整備

■関係団体との連携による結婚支援事業の推進
■若い世代に対する将来のライフプランを
考える機会の提供

■地域課題分析型少子化対策支援事業
■若い世代に対する将来のライフプランを
考える機会の提供（再掲）

■一般事業主行動計画の策定促進（再掲）

■令和７年度の自然減対策の主な取組

○地域の実情を踏まえた少子化対策 ・各地域（各市町村）の状況に応じた支援

③女性の社会減対策

・女性の雇用労働環境の改善等

①有配偶率の向上
・結婚支援、若者のライフプラン
形成支援

・若年層の賃金・収入の向上対策等

②有配偶出生率の向上

・子育て支援サービス等
・女性の雇用労働環境の改善等

有配偶率

地域の実情

有配偶出生率

女性の社会減
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２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（1） 関係団体との連携による結婚支援事業の推進（ｉ－サポ）

【婚活スキルアップセミナー】

事業進捗状況

岩手であい・幸せ応援事業費

・ 会員等を対象とした婚活スキルアップセミナーの実施 【R７新規】

・ 20～39歳以下の若年層をターゲットとしたWEB広告の実施 【R７新規】
・ 交際成立カップルへの食事券の配付【継続】、結婚支援コンシェルジュの配置【継続】

自信を持って異性とコミュニケーション
ができるよう、外部講師によるオンライン
講座、出会いイベントを開催。

第１回 【婚活力】9/12

第２回 【身だしなみ】9/19

第３回 【コミュニケーション】10/3、10

第４回 【出会いイベント】1１/８

【第１・４回講師】婚活コーディネーター：荒木 直美氏

【交際の発展に向けた食事券の配付】
交際成立カップルに対して食事券を配付。初回デート
に向けた「きっかけづくり」を支援。

60組に食事券を配付

（R７．８月末。R６：133組に配布）

【結婚支援コンシェルジュによる活動】
市町村及び企業への訪問や、縁結び支援員向けの研修
講師など、結婚支援活動の促進に取り組むほか、婚活イ
ベントでのi-サポのPR活動等を実施。

市町村訪問数：６件、訪問企業数:８社
（R7．8月末。R6：38社に訪問）

【ⅰ-サポ会員数】 （令和７年8月末）

933人 ＜前年同月比93.2％＞

今後の方向性
【若年層をターゲットにしたWEB広告】
R5入会費無料キャンペーン時のWEB広告の際、
効果の高かったインスタグラム、グーグル検索を活用
し、対象年齢を絞りPR広告を展開。

令和７年11月から広告開始予定

■会員数を維持しつつ、若年層の入会促進と併せ、男女比
のギャップの解消策を検討。

■若者のニーズにマッチした、様々な出会いの場を提供。

■食事券の配布、スキルアップセミナー等により、会員の
活動を丁寧にサポート。

有配偶率
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ライフデザイン形成支援事業
・ 学生や若い世代が、将来の様々なライフイベントに柔軟に対応し、ライフデザインを希望を持って描くことができ
るよう、結婚、子育て、ワーク・ライフ・バランス等必要な知識や情報を習得する機会の提供や普及・啓発に取り組む。

○プレコンセプションケアに関する正しい知識の普及啓発
○新婚世帯・若者向けライフプランセミナーの実施
○高校生向けライフプラン設計講座の実施【R7拡充】

２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（２） 若い世代に対する将来のライフプランを考える機会の提供

【プレコンセプションケアに関する正しい知識の
普及啓発】

【高校生向けライフプラン設計講座】

普及啓発用デジタルコンテンツを
ＨＰ上で公開。
PR用リーフレットを作成し、県内
全ての高校に配布（２年生対象）

事業進捗状況

【新婚世帯・若者向けライフプランセミナー】
将来のライフプラン構築や、男性の育児休暇・育児休業取得や
家事・育児への参画を促進するため、オンラインセミナーを開催

R７実施予定:12回 (R6:１２回開催、参加者443人）

モデル校を公募し、将来のライフイベントについて積極的に考え、
希望を持ってライフデザインを描く機会を提供する講座を開催

R７実施予定:10校 （R6：５校、参加者307人）

■ライフデザインに係る支援は、幼児期から社会人まで、
それぞれのライフステージに応じた切れ目のない支援
が重要であることから、より幅広い年代を対象に、プレ
コンセプションケアの推進と併せて段階的に拡充。

有配偶出生率 女性の社会減

プレコンセプションケア…性別を問わず、適切な
時期に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊
娠・出産を含めたライフデザイン（将来設計）や
将来の健康を考えて健康管理を行う概念

今後の方向性

幼児 小・中学生 高校・大学生 社会人

ライフステージに応じた切れ目のない支援

・紙芝居やお
芝居で命の尊
さを学ぶ

・乳幼児とのふ
れあいを通じて
家庭の意義の
理解を深める

・妊娠等の医
学的知識や自
身のキャリア形
成を考える

・生涯設計シミュ
レーションを通じて
今後のライフイベン
トをイメージする

段階的に拡充



■計画策定に向けた事業者への支援策の検討
常時雇用する労働者が100人以下の企業における、円滑な計画策定に向けた事業者支援策を検討。

■計画策定義務化対象企業の拡大に係る県条例の策定検討
新たに策定義務化とする企業の規模などについて、引き続き、商工団体等と協議・調整。

※一般事業主計画策定支援の実施に併せ、企業における理解が浸透していない取組（不妊治療休暇の制度化
など）についても、導入に向けた働きかけを実施。

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

・労働者の仕事と子育ての両立を図るために、企業が策定する一般事業主行動計画。常時雇用する労働者
が100人以下の企業は、計画の策定が法律上努力義務だが、県内企業の多くは100人以下の企業。

・安心して子どもを生み育てられるいわての実現に向けて、これらの企業に対する計画策定に向けた支援

策の拡充と、計画策定を義務付ける県条例の策定を検討。

5

２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（3）一般事業主行動計画の策定促進

今後の方向性

事業進捗状況

女性の社会減

〔商工団体等からの主な意見〕
・ 条例化による策定義務化の対象範囲の拡大について、反対意見はない
ものの、早急な条例化を懸念する声もあり。
・ 周りの環境が変わる中、自社も変わらないといけないが、自力で変わる
のは難しい。
・ 一般事業主行動計画の策定は重要な取組。支援も必要で、社会保険労
務士による支援が有効。
・ 対象とする企業規模は、30人以上や50人以上が適切。

・県内中小企業の実態把握などのため、
商工団体等へのヒアリングを実施

〔実施機関〕
県商工会連合会（青年部）、県商工会議所
連合会（金融理財部会、中小企業委員会）、
県中小企業団体中央会

有配偶出生率

【参考】県内従業員数99人以下企業：事業者数55,156社（98.5％）、常時雇用者数367,406人（77.0％）
（「令和3年経済センサス」より試算）



■子育て世帯に向けた経済的支援策の継続

・ 希望する子どもの数を実現できる環境を整備するため、子育て世帯に向けた経済的支援を引き続き実施。

今後の方向性

○ いわて子育て応援保育料無償化事業費補助 【令和５年度～】

幼児教育・保育の無償化の対象とならない

第２子以降の３歳未満児に係る保育料（※）の
無償化を実施する市町村に対し補助

【補助率】県：1/2、市町村：1/2

第１子 第２子以降

３～５歳

０～２歳
保育料徴収

（非課税世帯のみ
国制度により無償化）

○ いわて子育て応援在宅育児支援金 【令和５年度～】

第２子以降の生後２か月から３歳未満の子を在宅で養育する世帯（※）へ
在宅育児に係る支援金を支給する市町村に対し補助

【補助率】県：1/2、市町村：1/2 （子１人当たり月額10,000円）
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２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（４） 子育て世帯の経済的負担軽減の取組

第２子以降の「所得制限なし」
での無償化は全国で２事例目

都道府県レベルで「所得制限な
し」での実施は全国で２事例目

※ 保育所、認定こども園、地域型保育事業
及び認可外保育施設の利用料

※育児休業給付金受給世帯を除く。

本県独自の無償化
（県1/2、市町村1/2）

県内2３市町村から交付申請（R7年度交付決定額:56,527千円、対象乳幼児数：2,258人）

県内全市町村から交付申請
（R７年度交付決定総額：580,476千円）

国の制度による無償化
（国1/2、県1/4、市町村1/4）

有配偶出生率

※他３市町村から申請見込み。

【参考】R６年度補助対象児童数：6,082人（月別平均）
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既存資源を活用した子どもの遊び場整備事業

・悪天候時や冬季でも未就学児が安心して遊べるよう、市町村が実施する、既存の公共施設や民間施設
への屋内遊び場の整備（拡充含む）に要する経費を補助

【補助率】1/2 【上限額】施設改修なし：200万円、施設改修あり：1,000万円

２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（５） 既存資源を活用した子どもの遊び場整備

【大船渡市】こども家庭センター
「DACCO」 （R6.7.14～）

【遠野市】とぴあ子ども木の空間木製遊具
「TOMOK」 （R6.10.5～）

R６年度来場者数：
44,239人

R７年度来場者数：
17,974人（８月末）

■子育て世代の遊び場に対するニーズへの対応

・ すべてのこどもの成長にとって必要不可欠な遊びを提供する遊び場を、
こどもの生活に身近な場所に整えるため、こども・子育て支援事業債や
本事業の活用により、市町村による子どもの遊び場整備を促進。

今後の方向性

事業進捗状況

有配偶出生率

R６年度来場者数：
25,845人

R７年度来場者数：
19,638人（８月末）

【R7年度実施予定】

・ 陸前高田市（交付決定済）

・ 釜石市（交付申請見込み）

※遊具購入のみ

他１市検討中 ※こども・子育て支援事業債：こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て
関連施設の環境改善に充当可能。R7年度に創設



地域課題分析型少子化対策支援事業

・新たな少子化対策にチャレンジする意欲のある町村が、地域の実情に合わせた施策を展開できるよう、
国の「少子化対策地域評価ツール」を活用し、県が専門家等と連携を図りながら伴走型支援を実施

・令和６年度の取組を踏まえ伴走支援チームを設置、人口減少対策（自然減・社会減）関係部局の連携を強化
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２ 令和７年度における自然減対策の取組状況及び今後の方向性

（６） 地域の実情を踏まえた少子化対策

事業進捗状況

【少子化対策検討ワークショップ等の開催 （４月～９月）】
・ 盛岡・県北地域の５町村（葛巻町、岩手町、軽米町、九戸村、一戸町）において、少子化対策を検討
するワークショップ（計７回）と、各町村の住民等を対象とした主観調査（インタビュー）を実施。
※今年度から役重企画参与がオブザーバーとして参加

・ 議論を円滑に進めるため、県伴走支援チームを対象に事前のオンラインレクチャー（計６回）を実施。

【地域経済分析システム（RESAS）研修会の開催 （４/24）】
・ 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局ビッグデータチームの協力を得て、地域
経済分析システム（RESAS）を用いた「人口減少対策に関する分析手法」についての研修会を実施。

地域の実情

今後の方向性

■市町村の特性を踏まえた伴走支援を継続
・ 事業実施により得られた知見等を活用し、引き続き、本庁・広域局の特命課長を中心に、人口減少対策の
関係部局が連携を図りながら、市町村の人口減少対策に係る課題に応じた取組を伴走支援。

■対象町村における令和8年度予算事業化に向けた政策形成支援
・ ワークショップを通じて具体的な対策の検討を行うとともに、引き続き町村における事業化検討を支援。
・ 並行して、県全体や広域で取り組むべき課題についても検討。



参考資料
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【参考１】国におけるこども政策の全体像 第５回こども政策推進会議
資料抜粋（こども家庭庁）
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【参考２】ライフデザイン形成支援の意義
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第1回若い世代視点からの
ライフデザインに関する

検討会資料（こども家庭庁）



【参考２】ライフデザイン形成支援の意義
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第1回若い世代視点からの
ライフデザインに関する

検討会資料（こども家庭庁）



【参考３】プレコンセプションケア関連資料

13

国立研究開発法人国立成育医療研究センターHPより（一部加工）
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【参考４】ＪＩＢＵＮ VISION（PR用リーフレット）
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【参考４】ＪＩＢＵＮ VISION（PR用リーフレット）



１ 一般事業主行動計画の概要

次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づき、
企業が従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の
整備等に取り組むに当たって、①計画期間、②目標、③目標
達成のための対策及びその実施時期を定めるもの。

＜認定制度＞
厚生労働大臣の認定・特例認定を受けた企業は、商品、広

告、求人広告などに認定マークを付け、子育てサポート企業
であることをＰＲできるもの。

３ 商工団体からの意見聴取の状況

○女性の従業員が多く、採用活動も積極的に行っており、
くるみん認定に関心を持っている。採用活動時の学生へ
のアピールにもなるので、認定を受けたいと思っている。
（県商工会議所連合会・金融理財部会）

○若者・女性の人口が流出する中で、計画策定により、子
育てしやすい環境を整備してアピールするのは大事なこ
と。（県中小企業団体中央会）

○周りの環境が変わる中、自社も変わらないといけないが、
自力で変わるのは難しい。（商工会議所連合会・建設部
会運営委員会）

○企業の規則や制度を身の丈にあったものにするためには、
まずは社労士などの専門家を入れて課題の整理を行う必
要がある。（県中小企業団体中央会）

【参考】セミナーを受講して、何か行動したいと思うが、
現実問題として、中小企業では取り組む余力はないため、
実際に行動するのは難しいと思う。
（50代会社役員「いわて企業トップセミナー」アンケート
結果）

計画を策定し、定めた目標を達成するな
どの一定の要件を満たした場合、認定を
受けることができる。

くるみん認定、トライくるみん認定を受
けた企業が、より高い水準の取組を行い
一定の要件を満たした場合、認定を受け
ることができる。
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計画策定が義務化されている企業（常時雇用する労働者101
人以上）では、ほぼ全ての企業が策定済みであるが、努力義
務とされている企業（常時雇用する労働者100人以下）では、
計画策定が進んでいない（策定率２％未満）。

２ 計画の策定状況

商工団体からの主な意見
• 一般事業主行動計画の策定は重要な取組。支援も必要で、
社会保険労務士による支援が有効。

• 条例化による策定義務化の対象範囲の拡大について、反
対意見なし。

• 対象とする企業規模は、30人以上や50人以上が適切。

【参考５】次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画関連資料



【参考５】次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画関連資料
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県内企業等の計画策定状況（R6.9月末時点）

計画策定が義務化されて
いる企業（常時雇用する労
働者101人以上）では、ほぼ
全ての企業が策定済み。

一方、努力義務とされて
いる企業（常時雇用する労
働者100人以下）では、計画
策定が進んでいない（策定
率２％未満）。

1～4人

31,536 

56.3%5～9人

10,765 

19.2%

10～19人

7,492 

13.4%

20～29人

2,471 

4.4%

30～49人

1,783 

3.2%

50～99人

1,109 

2.0%

100～199人

332 

0.6%

200～299人

89 

0.2%

300人以上

83 

0.1%

出向・派遣従

業者のみ

401 

0.7%

事業者数
ベース

1～4人

31,542 

6.6%

5～9人

58,049 

12.2%

10～19人

88,904 

18.6%

20～29人

53,658 

11.3%

30～49人

63,037 

13.2%

50～99人

72,216 

15.1%

100～199人

42,210 

8.9%

200～299人

21,251 

4.5%

300人以上

46,016 

9.6%

常時雇用者数
ベース

条例により常時雇用者数
50人以上の企業に計画策
定を義務付けた場合、
• 事業者数ベースでは、
全体の約２％（1,109
社）

• 常時雇用者数ベースで
は 、 全 体 の 約 15 ％
（72,216人）

が新たに対象に含まれる。

既に法により義務化

条例で新たに義務化を検討

凡例：

※ 総務省・経済産業省「令和３年経済センサス」より作成

（単位：事業者） （単位：人）

県内企業の状況（事業者数ベース・常時雇用者ベース）
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【岩手町】 
▶目指す姿（アウトカム）案 
・子育てするなら岩手町 

▶事業アイディアの例 

・子育て世代が利用しやすい店舗の増加（改修補助等） 

・森のアリーナ隣の芝生の公園化（遊具設置） 

・SNS による子育て世代向けの情報発信 

・子育て世代向け住宅整備 

盛岡広域振興局管内の人口減少対策 

 

取組状況 今後の展開 

≪少子化対策≫ 

地域の状況に応じた少子化対策の推進                  

◎ 地域課題分析型少子化対策支援事業と連携した取組 

 

・ 新たな少子化対策にチャレンジする意欲のある町村が、国の少子化対策地域評価ツ

ールを活用し、地域の実情に合わせた施策を展開できるよう、県が専門家等と連携を

図りながら伴走型支援を実施 

 ・ 岩手町、葛巻町に係る当該事業のワークショップに、振興局もファシリテーターと

して参加し、課題解決に向けた支援策を検討 

 
 

 
 

 

 

 

 
○ 第６回ワークショップ（9/24）にお

いて、事業アイディアを磨き上げ、来
年度の事業展開を支援する 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 目指す姿（アウトカム）や事業アイディアの例は現段階のものであること 

【取組状況】 

○ これまで５回（①5/19、②6/2、③8/4、④8/25、⑤9/1）の少子化対策ワーク

ショップに参加 
○ 岩手町・葛巻町の地域評価指標データを分析し、ロジックモデルを検討 
○ 地域住民のインタビュー結果などを踏まえ、さらに目指す姿（アウトカム）、
事業アイディアを検討 

少子化対策ワークショップの様子 

【葛巻町】 
▶目指す姿（アウトカム）案 
・若者・女性が住みやすい町 

▶事業アイディアの例 
・若者・女性が気軽に集える交流の場づくり 
・（子育て世代を呼び込むための）お試し保育園留学 
・住まいに関するワンストップ相談窓口の設置 
・サテライトオフィスを活用したリモートワーク支援 

資料５-１ 
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取組状況 今後の展開 

≪社会減対策≫ 

いわてとのつながりの維持・強化（地元定着、Ｕ・Ⅰターン）      

◎  広域インターンシップの枠組みを活かした地元定着の取組   

の強化 

【取組の背景・分析結果】 

 ・ 盛岡広域圏インターンシップの取組を強化したいとの市町のニーズあり 

 ・ インターンシップ先と就職先を調査したところ相関が低いことが判明した 

 ・ これまでのインターンシップの受入れ方に課題も見えた一方で、効果的な取組を

行っている企業や、地域が一体となった取組で成果を挙げている事例があったこと 

これらを踏まえ、広域インターンシップ協議会の中に研究会を立ち上げ、分析結果の

共有や展開方向の検討を行い、以下の３つの柱を推進 

【取組の３つの柱】 

 ① 高校生の広域インターンシップ参加企業向けの取組強化（企業向けセミナー・ワ

ークショップなどの実施） 

 ② 「地域と連携した好事例」の横展開（八幡平市商工会と平舘高校の取組の横展開） 

 ③ 学校との連携（学校側との意識の共有） 

 

○ 市町・団体向けに、地域と連携した

好事例の横展開を図るセミナー開催

（11/7） 

 

○ 高校教員との意見交換会の開催 

 （11/27 定住推進・雇用労働室との連携） 

 

○ 第２回企業向け高校生インターン

シップセミナーの開催（２月頃） 

 

 

 

 

地経費 新規 

 

【取組状況】 

取組の３つの柱のうち、①企業向けセミナーを実施（7/3）し 36 社が参加 
・ 高校生インターンシップに特化しているコンサルによる講演や事例紹介、効果

的なインターンシッププログラム作成のためのワークショップを実施 
・ 参加者アンケートでは、「有益だった」とする反応が 97％（講演） 
・ 「インターンシップや採用活動に活かしていきたい」などの声のほか、「さらに
採用への取り組み方を教えてほしい」という意見が複数寄せられた 

・ 来年２月頃に第２回の企業向けセミナーを実施し、企業ごとの取組（インターン
シッププログラムの改善など）につなげていく 

注力 
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取組状況 今後の展開 

地域の魅力や価値の発信による交流人口、関係人口の拡大   

◎   就業体験などによる滞在型関係人口の創出 

 【検討の経緯】 

 ・ 島根県海士町の「滞在人口」から移住につなげる取組や、他県の「転職 

なき移住」の取組などを参考としつつ、市町のニーズ（特定地域づくり事 

業協同組合への重点的取組や農業の事業承継の推進など）を踏まえ、地域 

の特性を活かした「滞在型関係人口」の創出を推進 

 【事業の仕組み】 

 ・ 各市町のお試し居住施設を拠点とした滞在型の就業体験（特定地域づく 

り事業協同組合・農業などの就業体験、ワーケーション、地域課題解決活 

動など）を支援（旅費補助） 

 ・ まずは「来てもらう、体験してもらう」ことが重要であることから、希 

望日程に柔軟に対応するコーディネートを実施 

・ 市町と連携し、（複業組合の就業体験など）新たな受入れプログラムの 

構築や既存プログラムのアレンジを行う 

・ 移住サイトでの募集、移住相談会参加者、山村留学卒業生への働き掛け 

やつながりのある団体の受入れ 

 
   各市町（特に小規模町）への将来の移住をはじめ、二地域居住、サテライトオフィ

ス誘致等につなげる 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 募集状況・反応 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集ツール（イベント・サイト）ご 

とに一定程度申込の実績がでている 

 今後は、特に若い世代をターゲット

につながりを深め、移住等の展開を目

指していく。 

 

新規 

 

広域 注力 
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取組状況 今後の展開 

多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上                 

 

◎  ジェンダーギャップの解消に向けた取組  

 ・ 広域インターンシップ参加企業を中心に、ジェンダーギャップ解消など働きやす

い職場環境づくりに関する企業向けセミナーを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪参考≫実践企業（信幸プロテック㈱）の取組事例 

・ 短時間勤務制度・リモートワーク導入 

・ 男性の育休取得を後押し 

・ 「カエル会議」※で洗い出した課題の解決に向けた働き方見直し

活動の実施（重複業務の解消、スキルアップ勉強会、ライフビジョ

ンシート発表 等） 
※ 早く「帰る」、仕事のやり方を「変える」、そして人生を「変える」の３つの

意味が込められた会議 

 

・ 「リトルもりおか」メンバーからの意見をもとに、ジェンダーギャップの解消をは

じめとする人口減少対策に関する施策立案にも取り組む 

 

 

○ リトルもりおかとの意見交換 

・ 若者の声を施策に反映 

   10/25に東京でジェンダーギャップの

解消などをテーマに意見交換を実施

し、次年度の取組へ反映していく 

   ジェンダーギャップ解消への意欲を
持つ複数の管内市町も参加する予定 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

信幸プロテック㈱ 
(いわて働き方改革 AWARD2018 個別プロジェクト賞) 

地経費 

地経費 

【取組状況】 

企業向けセミナー（7/3）において、信幸プロテック㈱からジェダーギャップ解
消など働きやすい職場環境づくり（下記参照）について講演 

・ 参加者へのアンケートでは、「有益だった」とす 
る反応が 100％を占めた 

 ・ 個別の感想では、「働き方改革が参考になる」、 
  「社員の声を聞いて実践しているところが素晴らし 

い」、「成功例を真似てみたい」などの声があり、 
意識醸成の一助になったのではないかと思料される 

注力 
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取組状況 今後の展開 

市町村との一層の連携の強化                        
 

１ 地域課題分析型少子化対策支援事業と連携した取組【再掲】 

  岩手町、葛巻町に係る当該事業のワークショップにファシリテーターとして参加

し、専門家等と連携して伴走型支援を実施し、課題解決に向けた支援策を検討 

 

 

 

２ 地域経営推進費市町村連携枠及び地域経営推進費小規模自治体支援事業を活用

し、市町と連携した人口減少対策を実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 管内８市町人口減少対策担当課長会議等による情報提供・意見交換を定期的に実

施し、地域特性に応じた対策を検討し、引き続き事業化を支援 

 

 

 

○ 岩手町、葛巻町とともに少子化対策

ワークショップに参加し、次年度の事

業化を支援 

 （ワークショップの開催：9/24 予定） 

 

 

○ 小規模自治体支援（地域経営推進費） 

 葛巻高校山村留学生等交流会を契機

としたつながりを広げていく 

 
 

 

 

 

 

 

 

○ 管内８市町との連携 

10月上旬に第２回人口減少担当課長

会議を開催し、県施策や管内市町の取

組状況・課題の共有や今後の展開方向

に係る意見交換を継続して行う 

 

 

新規 

 

【取組状況】 
・ 7/8 に管内８市町人口減少対策担当課長会議を開催し、県人口問題対策本部
会議資料や各市町の人口減少対策の取組を共有した 

・ 各市町間での意見交換も活発に行われた（地元定着、高校のキャリア教育支
援、コミュニティ関係） 

地経費 【小規模】 新規 

 

【取組状況】 
7/5 に葛巻高校山村留学生等交流会を開催（12 人の山村留学卒業生等が参加） 

・ アンケート結果では、全員が次回も参加意欲あり 

・ 将来、「葛巻町に戻りたい」とする者は 12 人中７人と多かった（「是非戻り
たい」１人、「条件が合えば」６人） 

・ また、局の滞在型関係人口創出事業を紹介したところ、２人が葛巻町での就
業体験を行うこととなった 
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取組状況 今後の展開 

≪少子化対策≫ 

地域の状況に応じた少子化対策の推進                  

〇 「i-サポ」の認知度向上に向けた取組の実施及び出会いや結婚を応援する社会的気

運の醸成 

 ・ 管内市町と連携したＰＲ（広報紙や市町の LINE による発信など） 

 

 

 

 

○ 管内市町と連携したＰＲの実施 

・ 主催する各種行事やイベント、会

議及び研修におけるパンフレット

配布 

・ 「i-サポ」と連携した周知広報 
 （市町の広報依頼、企業訪問等） 

○ こども家庭センターの設置等 

  未設置の市町に対して設置に向けた支援を実施 

○ いわて子育てにやさしい企業等の認証 

 ・ 食品衛生責任者実務講習会等において事業者 

  へ周知（4/24、6/23、7/23） 

 ・ 社会保険労務士会等へ協力要請（随時） 

○ 子どもの学習・生活支援事業 

 ・ 令和７年度は、学習会実施回数合計 190 回以上、380 時間以上の実施を予定（参

考：令和６年度は登録者数 69 名、学習会実施回数合計 190 回、380 時間実施） 

 

 

 

 

 

 

○ 子ども家庭センターの設置等 

・ 未設置の市町に対して設置に向

けた支援を引続き実施 

・ 設置済の市町の機能充実に向け

た支援 

○ いわて子育てにやさしい企業等の

認証 

・ 食品衛生責任者実務講習会等に

おいて事業者へ周知（毎月１回） 

・ 社会保険労務士会等へ協力要請

（随時） 

〇 子どもの学習・生活支援事業 

令和７年度は、学習会実施回数合計

190 回以上、380 時間以上の実施を予

定 

 

【取組状況】 
○ ＰＲの実施に向けて準備・調整 
○ 盛岡地区福祉連絡協議会において、管内市町に  
 「i-サポ」の利用促進について協力を要請（8/20） 
○ 「i-サポ」運営委員会への出席（7/23） 
 

【取組状況】 

○ こども家庭センターの設置等への支援（設置状況：３市町（盛岡市・滝沢市・ 

矢巾町））市町子育て支援担当者連絡会議の開催（5/24、10/15） 
○ いわて子育てにやさしい企業等の認証 
食品衛生責任者実務講習会において事業者へ周知（４月以降計９回実施） 
社会保険労務士会等へ協力要請（令和７年５月、制度の案内） 

○ 子どもの学習・生活支援事業 

・ 一般社団法人ふたばに委託。関係機関に対し協力依頼文書を通知（R7.4.30） 
・ 連携強化のため、局と受託者で、実施する管内５町の役場を訪問（年２回実施） 
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取組状況 今後の展開 

≪社会減対策≫ 

いわてとのつながりの維持・強化（地元定着、Ｕ・Ⅰターン）      

〇 学生等を対象とした企業見学、体験学習の実施 

 〔産業全般〕 

 【大学生】 

  ・ 高等教育機関と連携した学生と県内ＩＴ関連企業との 

マッチングガイダンスの開催 

  ・ 企業の経営者や若手社員等との交流会の実施 

【高校生】 

  ・ 進路ガイダンス、出前授業及び企業見学の実施 

  ・ 企業の経営者や若手社員等との交流会の実施 

 【保護者、教員】 

  ・ 保護者や教員を対象とした企業見学や企業との交流会

の実施 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

○ 大学生 

・ 動画配信によるＩＴ企業マッチ

ングガイダンスの開催（２回目・11

月～２月） 

・ 大学のキャリア教育授業内での

情報発信 

○ 高校生 

・ 進路ガイダンス、出前授業及び企

業見学の実施（７件予定） 

・ 企業の経営者や若手社員等との

交流会の実施（企業ガイダンス、高

大連携授業）（８件予定） 

○ 保護者、教員 

・ 企業見学や研修の実施 

・ 教員と企業の意見交換会（再掲） 

  （11 月 定住推進・雇用労働室との連携） 

【取組状況】 
○ 大学生 
・ 動画配信による学生とＩＴ関連企業とのマッチングガイダンス（１回目）を
実施（6/23～7/31） 

・ 大学のキャリア教育授業内で講義する社会人講師を選定 

○ 高校生 

・ 進路ガイダンス（２件）、社会人による出前授業（２件）、企業見学（２件）、

企業ガイダンス（１件・盛商 27 社）を実施 

○ 保護者、教員 

・ 高校生保護者を対象とした企業見学（１件）、小・中学校教員を対象とした

実践的キャリア教育研修（１件）を実施 
 

6/18 企業ガイダンス（盛岡商業高校） 

6/9 保護者による県内企業見学（盛岡工業高校） 

広域 地経費 
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取組状況 今後の展開 
〔農業〕 

○ 盛岡地方の農業人材確保 

・ 県内外の就農相談会における就農相談対応 

 ・ 農業情報発信サイトを活用した新規就農事例紹介や市町の支援情報の発信 

 ・ 市町、関係機関の就農支援担当者を対象とした「就農相 

談スキル向上研修会（経営継承支援等）」の開催 

○ 中学生を対象とした出前授業の実施 

  中学生を対象としたスマート農業技術等の出前授業の実施 

○ 農業教育機関等と連携した担い手の確保 

  就農を希望する県立農大生等を対象とした盛岡地方の農業や就農支援情報をＰＲす

る学習会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 農業人材確保 

・ 就農相談会における相談対応 

  〔県内〕新農業人フェア in いわて

（R8.1/10（土）､アイーナ） 

 ・ 農業情報総合サイトによる就農

支援情報の発信（葛巻町：10 月予

定、滝沢市：11 月予定） 

  

○ 出前授業 

スマート農業出前授業の実施 

（10/22、下橋中学校 1年生 70 人） 

 中学校での 
出前授業 

「マイナビ農業」
での情報発信 

地経費 

一部新規 

 

地経費 

【取組状況】 

○ 農業人材確保 
・ 就農相談会における相談対応：〔県内〕盛岡市 アイーナ（8/24・相談者３人） 

〔県外〕東京都 東京国際フォーラム（9/15） 
・ 新規就農事例情報発信 

葛巻町：酪農・後継者、記事作成取材（8/27） 
   滝沢市：野菜・新規参入者、記事作成取材（９～10 月予定） 
・ 関係機関の担当者を対象とした就農相談スキル向上研修会を開催（8/1、17 人） 

○ 出前授業 
・ スマート農業出前授業の実施に向けた下橋中学校との打合せ（5/29、6/18） 

○ 農業教育機関との連携 
・ 農大生と地域農業者との懇談会（八幡平8/4・農大生２人、盛岡8/6・農大生10人） 
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取組状況 今後の展開 

〔林業〕 

○ 新規就業者の確保 

・ 盛岡農業高校の生徒を対象とした林業事業体の仕事紹介 

・ 盛岡農業高校の生徒を対象とした安全伐倒競技会（高校 

 生の部）実施による林業就業に対する動機形成 

・ 盛岡農業高校、県立産業技術短期大学校の生徒を対象と 

 した林業現場見学会の実施 

 ・ 小中学生を対象とした木育及びセ―ザイゲーム等を通じた体験学習の実施 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

 

〇 林業お仕事勉強会 

小中学生を対象とした体験学習

（9/25徳田小学校、11/18江刈中学校） 

 

〇 盛岡地区安全伐倒競技会 

  高校生の部(盛岡農業高校２年生） 

：９～11月競技練習、11/28競技会開催 

 

〇 林業現場見学会（12 月予定） 

 盛岡農業高校、県立産業技術短期大

学校生徒を対象に川上から川下まで

の現場見学 

小中学生を対象とした体験学習 林業事業体の仕事紹介 林業現場見学会 

地経費 

【取組状況】 
○林業お仕事勉強会 
 ・ 開催日決定（盛岡農業高校、徳田小学校、江刈中学校） 
 ・ 岩手県木材青壮年協議会へ講師派遣依頼、応諾済 
 ・ 「第１回盛岡地区林業お仕事勉強会」開催（盛岡農業高校 8/29 盛岡市と共催） 
   盛岡農業高校１年生を対象とした仕事紹介、セーザイゲームを通じた体験 

学習、製材所・大型木造施設の見学 
〇盛岡地区安全伐倒競技会 
 ・ 開催要領制定、開催通知発出 
 ・ 高校生の部 22 名参加予定 
〇林業現場見学会 
 ・ 岩手県森林組合連合会へ協力要請、内諾済 
 ・ 隈研吾事務所及び県立産業技術短期大学校と実施について調整 
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取組状況 今後の展開 

〔建設業〕 

○ 中学生及び保護者・教員を対象とした建設現場見学と体験学習の実施 

（ICT 建設機械やドローン等の操作体験、DX 技術体験、建設業の仕事紹介等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 盛岡工業高校の生徒を対象とした地元建設業との交流 

 （１）１年生を対象とした出前授業の実施 

盛岡局管内の建設業、建設コンサルタント及び岩手県技術系職員の仕事紹介 

 （２）女性技術者との意見交換会の実施 

いわて女性の活躍促進連携会議「けんせつ小町部会」とのワーク・ライフ・バラン

スやキャリアアップについての意見交換会の実施 

 

○ 大学生を対象とした出前授業 

盛岡局職員、管内の建設コンサルタント及び建設会社の技術者を講師とし、各企

業の業務内容や最新技術、建設業の魅力について情報発信等の実施 

 

 

 

 

○ 建設現場見学と体験学習 

報道機関への情報提供を行い、新

聞・テレビによる広報を依頼予定 

 

（参考）報道実績 ※6～7月実施分 

7/1 岩手建設工業新聞（6/30 実施分） 

7/4 岩手日報（6/30 実施分） 

7/15 岩手建設工業新聞（7/2 実施分） 

 

 

 

 

 

 

○ 地元建設業との交流 

（１）出前授業（盛岡工業高校） 

１月の実施に向けて同校や建設業

協会等と授業内容を調整 

（２）意見交換会 

けんせつ小町部会と連携し、２月に

実施予定 

 

○ 出前授業（岩手大学） 

 次年度も開催してほしいとの依頼

あり 

 

 

建設業 

体験学習 

【取組状況】 

○ 建設現場見学と体験学習の実施に向けて調整 
 ・令和７年度は 11 校で実施予定 ※令和６年度は 12 校で実施 

うち６校で実施済み（6/30、7/2、7/4、7/9、9/4、9/8） 
 ・体験学習の新たなメニューとして、「除雪機械操作体験」を実施（7/2） 
・残る５校の実施日が確定（10/9、10/17、10/22、11/5、11/26） 

 

Ｒ７新規 

地経費 

建設現場見学 ドローン操作体験 ３次元設計体験 除雪機械操作体験 

【取組状況】 

○ 岩手大学大学院生を対象に出前授業を実施済み（7/14） 

 ・岩手大学卒業生を講師として派遣 
 

新規 
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取組状況 /今後の展開 

〔医療・介護〕 

○ 管内中学生を対象とした進学・就学の動機付けを行う出前 

講座（講師：医師、看護師、介護士等）の実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出前講座 

令和７年度は７校での実施を予定 

（盛岡市４校、滝沢市１校、八幡平

市２校） 

○ 管内８市町移住相談会の開催 

  管内８市町と連携して東京で移住相談会を開催 

 

 

 

 

 

 

○ 管内８市町移住相談会 

圏域の魅力を伝える動画を継続的

に発信し、管内への移住を考える人

や関係人口に向けて、市町の移住関

連情報を発信 

  

安代中学校出前講座 

【取組状況】 
○出前授業の実施に向けて調整 

（７年度実績） 
○八幡平市立安代中学校（7/3）出前講座実施 

 

地経費 【連携】 

【取組状況】 

○ 委託事業選考委員会を開催し、委託事業者を決定 

〇 オンライン配信（ゲスト：8/21 岩手町移住コーディネーター 小林彩氏、8/28 
いわて移住計画 高橋和氣氏） 

○ ９月 13 日に移住相談会を開催（ゲスト：I-Attract 鈴木絵美氏） 
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取組状況 今後の展開 

地域の魅力や価値の発信による交流人口、関係人口の拡大   

【関係人口の創出】 

○ 首都圏の若者コミュニティ「リトルもりおか」との意見交換会の開催 

  「リトルもりおか」メンバーからの意見をもとに、ジェンダーギャップの解消をは

じめとする人口減少対策に関する施策立案に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

○ 若者の声を施策に反映 

  ジェンダーギャップの状況やその解消

に向けた方策について意見聴取し、次年

度の取組へ反映 

 

○ 管内市町への展開 

 ジェンダーギャップ解消に向けた意識

を共有するとともに、市町の人口減少対

策の施策立案へつなげる 

○ 地域おこし協力隊などのネットワークづくりによる定着促進 

 地域おこし協力隊等交流会の開催 

 ・ 地域おこし協力隊の活動分野ごとに意見交換を行い、ネットワークづくりを図る 

・ 交流の深化により、活動が相乗効果をあげることも期待 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域おこし協力隊等交流会 
地域おこし協力隊員（経験者含

む）の活動内容を把握した上で効果
的なテーマを設定し、交流を更に深
化 

 

  

地経費 【連携】 

【取組状況】 
○ 管内市町を訪問し、開催の周知と参加者募集の協力を要請 

○ 交流会のファシリテーターを選定し、内容について意見交換を実施 

（令和６年度実績） 

○ 圏域に居住する移住者交流会を３回開催したほか、地域おこし協力隊及び協

力隊 OB・OG の交流会を開催し、ネットワークづくりに貢献 

 

 

 

地経費 【連携】 

【取組状況】 

○ 10 月 25 日、東京八重洲の移住・交流ガーデンで「リトルもりおか」との意
見交換会の開催が決定 

○ 盛岡市をはじめ、関心のある管内市町に対して上記意見交換会の実施につ
いて情報提供 
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取組状況 今後の展開 

 

【交流人口】 

○ 県内酒造会社の４割が立地する県央圏域の地域資源である酒造り文化を活かした滞

在・周遊型観光の推進によるＮＹＴ効果の圏域への波及 

 ・ 「いわて酒ノ宴 2025in もりおか」の開催 

   いわて酒ノ宴や岩手の酒のブランド化（ＧＩ）を絡めた旅行商品の造成と定番化

の推進、ＪＲ山田線の利用促進と連動した企画の実施 

 

 《参考》「いわて酒ノ宴 2024in もりおか」開催実績 

     開催日：10/5（土）・10/6（日）来場者 17,000 人 

     出 店：酒造会社 26 社（うち管内：日本酒９社、ビール・ワイン等９社） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「いわて酒ノ宴 2025in もりおか」 
開催に向けた関係団体（盛岡市、盛岡
商工会議所、出店者）との調整 

 

 

いわて酒ノ宴 2024in 盛岡 

【取組状況】 
 

○ 盛岡広域元気まるごと発信事業実行委員会総会で「いわて酒ノ宴 2025in もり
おか」（10/4（土）・10/5（日））の開催を承認（5/16）、出店者向け説明会（8/4）
を実施 

○ ＪＲ宿泊パック商品造成・販売（販売 8/16～10/5）、ＷＥＢ広報（8/22～） 
○ 「ＪＲ山田線ハッシュタグキャンペーン」（7/18～9/15）の実施 

 ・ 投稿数 20 件（9/10 現在） 
○ ＩＧＲ盛岡駅展示スペースや列車等を活用したＰＲ（9/22（一部 9/8）～10/5） 

地経費 【連携】 
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取組状況 今後の展開 
○ 教育旅行誘致 

 【国内】 

  盛岡の歴史的街並みや生活文化等を題材とした学習教材「探究学習ノート」を活用

した教育旅行の誘致促進 

 【台湾】 

  管内高校との学校交流のマッチングや事前学習の支援など受入態勢の整備・充実 

○ 秋田県際連携 

  鹿角地域振興局と連携した観光キャンペーン（デジタルスタンプラリー）等の実施 

 

○ 局公式Ｘ「おでんせ！情報発信局」による観光情報、食、伝統文化の情報発信 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

○ 教育旅行誘致 

青森市、弘前市、秋田市の教育旅行

関係旅行会社の訪問によるプロモー

ションを実施（２月） 

 

○ 秋田県際連携 

鹿角・盛岡広域エリア観光デジタル

スタンプラリーの実施（7/19～11/4） 

 

○ 観光、食、伝統文化の情報発信 

引き続き観光イベント情報を中心

に盛 岡広域エリアの魅力を発信 

 

  

地経費 

広域 
広域 

 

【取組状況】 
○ 教育旅行誘致 
・ 岩手県教育旅行説明会に参加（8/5 函館、8/6 札幌、8/21 東京） 
・ 旅行会社を訪問（8/7 苫小牧） 

○ 秋田県際連携 
・ デジタルスタンプラリーを実施（7/19～11/4） 

○ 局公式Ｘによる情報発信 
・ 4/1～8/20 投稿 126 件、8/20 現在フォロワー数 10,843 人 
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取組状況 今後の展開 

多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上                 

【ＤＸ技術の推進等による農業分野の振興】 

○ 園芸のＤＸの推進 

  ＡＩを搭載した切花りんどう自動選別機の普及推進に向けた需要期対応品種（盆・

彼岸）での検証及び実演研修会の開催 

     

 

○ 畜産のＤＸの推進 

 ・ 優良雌牛群の整備に向けた、ゲノミック評価に基づく母牛の選抜及び高能力牛産

子及び保留候補牛のゲノミック評価の実施 

 ・ ゲノミック育種価の活用方法、飼養管理技術向上のための研修会開催 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 園芸 

生産者を対象とした操作研修会の開

催（第３回：10 月上旬予定） 

 

 

 

○ 畜産 

 ゲノミック育種価の活用方法や飼養

管理技術の向上のための研修会の開催

（12 月予定） 

 

 

地経費 

低 

優良な雌子牛 
の生産 

市場価格が高い子牛 ゲノミック評価の高い雌牛 

 

優良な雌牛集団への改良 

高

費 

地経費 

【取組状況】 

○ 園芸のＤＸの推進  

・ 切花りんどう自動選別機の判別精度の検証（盆向け品種：７/11～８月、秋彼岸向け品種：９月） 

・ 生産者を対象とした自動選別機の操作研修会の開催（第１回：7/11、第２回：8/27） 

○ 畜産のＤＸの推進 
・ ゲノミック評価実施に向けた関係機関打合せ 

・ ゲノミック評価の業務委託者との契約締結（7/30） 

・ ゲノミック育種価が判明した雌牛の子及び、評価未実施の繁殖雌牛を対象としたゲノム検体の

採取（46 頭、9/8～9） 

 



県南広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

１ 自然減対策

・内容：友達づくりのファーストステップを踏み出すことをコンセ
プトに、イベント自体を楽しみ、気軽に参加できるように
する

・実施事業者：（一社）日本結婚支援協会

(1) 南いわて出会い創出事業
令和６年度の県南広域圏首長懇談会において、婚姻数の減少に対し、単独の市町では実施が難

しい婚活イベントなど出会いの場の創出を、広域で実施してほしいとの発言を受けて、結婚願望
があるものの婚活に抵抗がある層に参加・交流を促すイベントを実施。

(2) 結婚支援関係団体等連絡会議
日時：令和７年５月26日（月）13：30～15：30
参加者：管内市町担当者、結婚支援団体等 26名
内容：県の結婚支援の取組やｉ-サポの活動状況
管内市町や結婚支援団体の活動紹介、情報交換

(3) 市町自治体向けセミナー
日程：令和７年９月３日（水）
対象者：管内市町担当者
内容：「婚活イベント主催者が知っておくべき結婚事情、成功する婚活イベントテクニック」
講師：一社）日本結婚支援協会代表理事 田口 智之氏

【南いわて出会い創出事業】
「“クアオルト”森のおさんぽ＆木
かげカフェde交流会」
日程：令和７年10月４日（土）
会場：the campus

～トロイカの森～(北上市)
募集人員：男女各10名

※年内２回イベント開催予定
11月「ニュースポーツ・モルック

体験交流会」
12月「コーヒーの淹れ方講座」

◎今年度の実施状況を見ながら次
年度以降の内容を検討していく。

【会場となる「 the campus～トロ
イカの森～」】

【南いわて出会い創出事業チラシ】

・花巻温泉(株)ブライダル事業部（いわてウエディング協議会）
の新規参加者もあり、各関係機関の取組状況等について、情報
交換を行った

・引き続き、個別の意見交換や次年度の取組検討等を通し連携を
図っていく

重点

資料5-2
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県南広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

２ 社会減対策（流入促進 ～移住、Ｕ・Ｉターンの促進～）

＜移住者向け＞

(1) 県南圏域移住者等交流会
・「移住した後のサポートがあまりない」との声を受け、移住者や地元の
方、転勤者同士がつながり、地域コミュニティでいきいきと暮らすきっ
かけづくりや移住後のフォローアップを目的に実施。

・令和６年度から体験型の交流会を管内４市町で実施し、令和７年度は、
残る４市町（花巻市、北上市、金ケ崎町、平泉町）で実施。

【第１回交流会の岩手日日新聞記事】 【第２回交流会の様子（NHKニュース映像から）】 【R7第３回・第４回のチラシ（案）】

【R7第１回・第２回のチラシ】

【県南圏域移住者等交流会】
・第３回（10月 北上市）
国見山でのハイキングと釜焚き
ごはんでのおにぎり作り

・第４回（11月 金ケ崎町）
まち歩きと羊毛フェルト体験

・昨年度実施した奥州市では、市
独自での取組を開始

・この事業をきっかけとして、同
様の場（取組）が増えていくこ
とを期待

・第１回（７月26日 平泉町）：平泉世界遺産のガイドを受けながらの
まち歩きの後、地域おこし協力隊の河野綾華氏が開店したカフェ
（HIRAIZUMI CROSS＆）で交流を実施（参加者：９名）

・第２回（８月９日 花巻市）：Ｕターン起業した高橋亮氏のクラフト
ビール醸造所兼カフェ＆パブ(Lit work place)の醸造所の見学と同店
での交流を実施（参加者：12名）

➡ Uターン参加者から、まちおこしに意欲的な話を聞けて参考になったとの声も聞かれ、
移住後のサポートの重要性や、移住者への地域住民の寄り添い方などが参考となった。

重点
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＜移住者向け＞
（2）農業の多様な相談内容への対応力向上に向けた勉強会の開催
・地域の就農支援システムにより新規就農を一体的に支援。

県南広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

【農家レストランを活用
した社外研修(R6)】

＜転勤による転入者向け＞

○ 南いわて型ワーケーション実証事業
・県南圏域の誘致企業と連携したワーケーションの実証研究を継続して実施。
・令和５年度・６年度はキオクシア岩手㈱と連携し、観光施設や飲食店等15社が協力。誘致企業
からは「社外研修＋食体験」が受け入れやすいとの評価があった。

【ケーススタディ研修会】
・９～12月に毎月１回開催予定。

【南いわて型ワーケーション実証
事業】
・受入可能施設の情報を効果的に
発信。

 会議・研修設備
 地域の魅力を体験できるコン

テンツ
・誘致企業等の活用促進を図り、
岩手ファンを創出。

・令和７年度は、「南いわて型ワーケーション」の確立に向け、実証事
業で利用した受入施設等へのアドバイザー派遣、他企業への横展開に
向けて、ものづくりネットワーク会員企業への周知や企業訪問を実施。

・昨年度まで実証事業を行ったキオクシア岩手㈱とは、情報交換やフォ
ローアップにより継続して支援を行い、他企業への展開を促進。

5/30 「ものづくりネットワーク」総会において事業の周知
6/26、7/25 西和賀町内の受入施設候補に誘客の専門家を派遣し、

受入れにあたり必要な環境整備の助言、ヒアリング
を実施

・ケーススタディ研修会開催（７/３ 参加者11名）
初回は県の担当者を対象に開催。次回（９月開催）は市町担当者の参加も募り、地域一体

で対応力向上を図っていく。
➡具体的な事案について支援方法を協議することで、県南広域の情報共有及び担い手担当者の
ノウハウ習得につながっている。
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取組状況 今後の展開

県南広域振興局管内における人口減少対策について

＜仙台圏若者向け＞
○ 宮手圏つながりカレッジ

仙台圏と県南圏域との近接性、若年層の転出入に着目し、仙台圏在住の大学生等を対象に南いわ
てで活躍する人に触れることで自らの働き方に関するロールモデルの変革を促すとともに、仙台在
住の岩手ゆかりの方との交流を通じた南いわてとのつながり強化を図る。

【岩手出身者・ファンを対象とした交流会】

・令和７年度は21名（東北学院大学19名、宮城大学2名。うち岩手県出身者３名）が参加。
・参加学生は「担い手不足」といった地域課題を共通テーマに、地域産業・文化・伝統・教育など
の分野で、管内８市町で活動している「キーパーソン」とのフィールドワークを通じて関係性を
深める取組を実施（8/6～8/8）。フィールドワークでは、キーパーソンへのインタビュー取材を
行い、取組内容を取りまとめて、SNS等で情報を発信。https://www.instagram.com/localin_gakusei/

➡学生からは、「将来、地域に関わる仕事がしたい」「岩手に関わる活動が出来る機会がなかった
のでありがたい」「公務員や岩手県内での就職を希望している」などの声も聞かれている。

・第１回交流会を７月４日（金）仙台市内で開催（参加者12名。うち学生５名、社会人7名）

＜学生によるSNS等による情報発信のイメージ＞

【宮手圏つながりカレッジ】
・成果報告会
参加学生がフィールドワークや、

キーパーソンへの取材内容等につ
いて報告（9/8、東北学院大学）。
・つながりの構築
報告会終了後も、Slackにより参

加学生とキーパーソンとのつなが
りを継続。地域イベントへの参加
を促す等、若者のネットワークを
拡大。

・プログラムに参加した学生４名
が、県政懇談会「いわて幸せ作戦
会議in仙台」に参加を予定。
（10/28）

【岩手出身者・ファンを対象とし
た交流会】
・第２回交流会を開催予定。
（11月下旬～12月上旬）
土日開催やランチミーティング

を検討・調整中。

重点
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取組状況 今後の展開

県南広域振興局管内における人口減少対策について

＜その他潜在的移住者向け＞
(1) 仙台圏在住者を対象としたＵ・Ｉターンの促進に向けたセミナーの開催に向けて、実施内容に

係る管内市町村との意見交換等を実施。（8/5、第２回移住定住推進分科会）

(2)  就農希望者を地域内に呼び込む仕組みづくりを実証【一関市と連携】

【就農希望者の確保】
・雇用就農希望者向け動画コン
テンツ作成（９～11月）。
・農業専門求人サイト等を活用
したweb広告発信（12～１月）。

【U・Iターン促進セミナー】
11月下旬～12月上旬での開催

に向け、分科会において実施方
法や内容について検討。

【R6年度に製作した動画コンテンツ】 【一関市ウェブサイト】

・一関市と連携した就農希望者への情報発信強化に向けた今年度の取組等について一関市と調整
・現地体験プログラムを実施（６/28～29 参加者６名、９/６～７ 参加者５名（予定））
・参加者の反応、感想：就農支援策、現地の農業事情や地域の環境など確認でき、移住地の検討
のきっかけとなった 等
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取組状況 今後の展開

２ 社会減対策（流出抑制 ～地元定着の促進）
＜児童・生徒向け＞

県南広域振興局管内における人口減少対策について

児童・生徒数が減少を続ける中、大型企業誘致や工場増設などの産業集積の進展によって求人数
が高止まりしていることから、管内市町や企業と連携し、地域企業を理解する機会を確保し、将来
のＵターンも見据えた職業意識・地元志向の醸成を図る取組を実施。

(1) ものづくり企業における工業系高校の文化祭等への企業紹介ブース出展支援【新規】

【工業系高校への企業紹介ブー
ス出展】
・盛岡工業高校、黒沢尻工業高
校、水沢工業高校、千厩高校、
釜石商工高校の５校で実施する
文化祭（10月）に出展調整中。

(2) 建設業への入職・定着促進支援を目的とした小中学生対象の体験学習の開催を支援

・北上川流域ものづくりネットワークと連携し、県立工業系高校で開催される文化祭等にものづ
くり企業の紹介ブースを出展するよう支援し、学生や保護者、地域の住民などにものづくり企
業を知ってもらう機会を創出

・実施に先立ち、県南管内だけでなく全県の工業系高校に照会し、受入の同意のあった高校に対
し実施を調整

・就業者が減少しているとともに高齢化が進んでいる建設業
について、次世代の担い手を確保・育成するため、若者等
から見た建設業のイメージアップを図るとともに、建設業
に対する理解・関心を深めるため、岩手県建設業協会奥州
支部青年部会と協力し、管内の小中学校において建設業体
験学習を実施。
（令和６年度は奥州市内の２中学校で体験学習を実施。）

【R6年度の体験学習の様子】

【建設業体験学習】
・令和７年度は奥州市内の１小
学校で体験学習を実施予定。
（10月下旬実施）
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取組状況 今後の展開

＜児童・生徒向け＞

県南広域振興局管内における人口減少対策について

(3) 「いわて県南広域企業ガイド」やＳＮＳを活用し生徒・保護者等に対して地元企業の情報を提供
(4)  高校生等（進学希望者を含む）への地域企業の理解促進と地元志向の醸成を目的とした職業意
識・地元志向のセミナー及び企業ガイダンスを実施
・職業意識・地元志向のセミナー（１校：花巻北6/3）
・企業ガイダンス（３校４回：一関工業5/21、花北青雲6/12,19、一関修紅6/25）

(5)  北上川流域ものづくりネットワークとの連携により小中高生を対象とした工場見学や出前授業
を実施
・工場見学（中学校２校、高校２校（大東、盛岡工業））
・出前授業（中学校１校、高校３校（黒工専攻科19回、千厩１回、盛岡工業３回））

＜企業・就業者向け＞
【企業と教員との意見交換会】
・R８年１月～２月にかけて、
２回実施予定。参加高校及び企
業と調整中。

(1) 地元企業と高校との情報交換会「企業と教員との意見交換会」を開催
・情報交換会等開催に向けた定雇室との調整を実施

(2) 就業支援員等による就職や職場定着を支援
・高校生の面談等の就職支援（７月末現在：274件）
・企業訪問による職場定着支援（７月末現在：139件）

(3) 若い林業従事者等の定着に向けた技術指導及び研修会を開催

【セミナー、ガイダンス等】
・今後実施を予定する学校側と
調整し、当日の運営等を支援。

・補助事業基礎研修会を開催（5/15、7/10：計２回）
➡奥州地区の若手林業従事者等を対象に、国庫補助事業等に係
る研修会を開催し、参加者間のつながりを形成するとともに、
技術・知識の向上に寄与することができた。

【補助事業基礎研修会の様子】

【林業技術指導・研修会】
・花巻地区：10月以降、スマー
ト林業等研修会
・遠野地区：8/29、ドローン操
作研修会
・一関地区：研修会等の時期、
内容を検討中。
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取組状況 今後の展開

3 小規模自治体（西和賀町）支援
(1)  地域経営推進費（市町村事業）による支援

県南広域振興局管内における人口減少対策について

○小規模町村支援事業枠
【西和賀高校魅力化支援事業】

○通常枠
【地域商社推進事業】
地域における雇用確保及び所得の向上を目指し、㈱西和賀

産業公社が行う地域資源を活用した商品開発の推進やＥＣサ
イトを活用した販路拡大等を支援

西和賀高校の魅力向上を通じた生徒数の確保と、町内
企業と連携した地域資源を生かした取組の展開により、
町内企業の活性化と将来の雇用につなげることを目的と
して実施。

・ユキノチカラプロジェクトと連携し、西和賀高校の総
合的探究の時間のカリキュラムとして「魅力発見ラボ」
を拡充

・座学講習（７月）により、商品の企画、開発から販売
までの流れ、商品の値段設定の考え方や商品デザインの手法を研修

・町内事業者への訪問・職業体験等を実施

【西和賀高校魅力化支援事業】
・町内企業と協働して商品企画・
開発等の商品づくりを実施。
・町内企業と協働で開発した新商
品等について町外イベント等での
テストマーケティングを実施。
・西和賀名物の「ビスケットの天
ぷら」は商品化し、令和７年中に
発売を予定。

【地域商社事業人材育成等事業】
「限られたリソースによる稼ぐ力」を強化するため、町の地域商社である㈱西和賀産業公社に対

してコンサルを通じた人材育成を実施

【地域商社事業人材育成等事業】
・引き続き、西和賀産業公社の人
材育成及び道の駅「錦秋湖」魅力
化に関するアドバイス、フォロー
アップを実施。

【地域商社推進事業】
・西わらびを活用した特産品開発、
ユキノチカラの商品開発を行う町
内業者の支援を実施し、開発商品
を中心に首都圏及び仙台圏におけ
る商談会への出展を予定。
・サイト運用を分析した利用者の
満足度向上、商品検索の向上など
ＥＣサイト運用の最適化を実施。

【「ユキノチカラ」商品の例】

【魅力発見ラボ活動レポートから抜粋】

重点
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取組状況 今後の展開

県南広域振興局管内における人口減少対策について

(2) 一般国道107号（大石地区）災害復旧事業
令和７年冬前までの供用を目指し、引き続き工事を推進。

(3) 町が推進するプロジェクト等
への局内連携による支援

・西和賀町が推進するまちづくり
等のプロジェクトの推進にあたり、
人口減少対策の特命課長が県南広
域振興局内のハブ役となり、農政、
土木等部局と連携し、プロジェク
トが円滑に進むよう必要な調整を
実施。

【大石トンネル貫通式 (R7.7.8 )】 【トンネル起点側（北上側） (R7.8 )】

【西和賀側舗装施工状況(R7.7)】 【トンネルの終点側（西和賀側）橋梁架設完了状況 (R7.8)】

【一般国道107号災害復旧事業】
・令和７年冬前までの供用を目指
し、トンネル内の舗装・照明・非
常用設備、橋梁舗装工等の工事を
推進。

北上側トンネル坑口

大石橋（現道）

西和賀側
トンネル坑口

百間平シェッド
（現道）
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県南広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

４ ジェンダーギャップ解消

【南いわて社会減対策戦略会議（移住定住推進分科会）】
首長懇談会における職場や地域におけるジェンダーギャップの現状や課題についての首長の意見

を踏まえ、各市町の移住定住部門の担当職員等で構成する「移住定住推進分科会」において、ジェ
ンダーギャップの解消に向けた意見交換を実施。（令和７年８月５日開催：第２回分科会）

【いわて若者カフェとの連携
（ジェンダーギャップ解消）】
・アンコンシャス・バイアスをテ
ーマに、若者・女性が地域課題
解決を図り交流する場を創出。
（若者女性協働推進室と連携）

・現在、一関市にある若者カフェ
「ハルノバ」の櫻井陽氏と、令
和７年１月頃の開催を目途に内
容について企画案を協議中。

【県南広域圏首長懇談会（7/4 西和賀町）】
テーマ：「若者・女性に選ばれる職場・地域づくり」
地域の若者・女性、移住者からみた暮らしにおけるジェンダーギャップの現状、解消に向けた課

題、女性の域外流出の要因となっている課題とその解決等について、管内８市町の首長と意見交換。

＜首長からの主な発言＞
・女性の場合、地方は住みにくい。ジェンダーギャップが大きく、特に高齢の世代と（若者女性と
の）考え方が違うとの声もある。

・男女が同じ時間労働をしても、家に戻るとご飯の支度は女性が行うとか、そういう部分があると
いうことで、女性の負担が過重になり、やっていられない、ということがあると思う。

・「仕事」と「暮らし」の捉え方であるとか、東京・仙台への就職、外国人に対する意識であると
か、マインドを変えていくことだと思っている。市民や企業経営者のマインドを変えないと「若
者や女性に選ばれる職場・地域づくり」は成り立たない。

【南いわて社会減対策戦略会議
（移住定住推進分科会）】
・第３回以降の分科会において、
広域での取組や、各市町の取組
に反映できるよう継続して検討
を進めていく。

重点
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沿岸広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

１ 自然減対策

・ 沿岸圏域に特化した婚活イベントの広域開催
9/7      宮古市 三陸の海の幸ランチ
10/19  陸前高田市 BBQランチ
12/7 釜石市 イタリアンランチ＆ワークショップ

・マッチング不成立者等へのフォローアップ(ｉ-サポＰＲ)

・沿岸圏域ｉ-サポ会員登録者数 778名（R7.6月末時点）

○ 結婚を望む方への出会いの機会等支援
・さんりく結婚応援支援事業
地経費(市町村連携)（保健福祉環境部、宮古・大船渡）

・ 女性活躍認定企業、子育てにやさしい認証企業の取得拡大、働き方改革推進運動の
普及拡大（女性活躍企業認定 45増(見込含)、沿岸局主催認定セミナー３回実施済
(８月末時点)、企業訪問(制度周知)数 148社）

・ アンコンシャスバイアス解消等、働きやすい環境整備の重要性をテーマに、経営者
層･人事労務担当者向けのセミナーを拡充

・ 圏域事業者の働き方改革に係る取組事例の発信･拡散
・ 生徒・教員等に対し、圏域事業者の魅力ある雇用環境やその働き方改革への対応等を

広く周知（企業見学会等活用）

○ 沿岸圏域における働き方改革の推進
いわてさんりく働き方改革推進運動 ⇒詳細は次ページ 【一部新規】

本庁予算、広域、地経費（保健福祉環境部、宮古・大船渡保健福祉環境セ）

注 力

⇒ 圏域全体で女性・若者の働きやすい環境づくりを底上げ

Ⅰ 少子化対策の強化の３つの柱

２ 有配偶出生率の向上（妊娠・出産・子育て支援）
市町村と連携した妊産婦への子育て支援等

３ 女性の社会減対策
沿岸圏域における働き方改革の推進

１ 有配偶率の向上（結婚支援）
結婚を望む男女への出会いの機会等の支援

○ 市町村と連携した妊産婦等への子育て支援等
本庁予算（保健福祉環境部、宮古・大船渡保健福祉環境セ）

・ いわて子育て応援の店協賛店、いわて子育てにやさしい
企業等認証制度等拡充、企業訪問やセミナー等による啓発

・ ママサポBOOKの妊産婦配付､市町村と連携した支援

女性や若者に魅力ある雇用・労働環境づくりを進めるため、
管内企業等が参集する会議や企業訪問での制度周知等により、
「いわて働き方改革運動」、「いわて女性活躍企業等認定」、
「いわて子育てにやさしい企業等認証」の普及活動を強化

① 「ママサポBOOK」の妊産婦への配付（釜石・大船渡管内）、
市町村と連携した子育て支援
（R6年度ママサポBOOK配付部数 215部）

② 「いわて子育て応援の店」協賛店の拡充(R7.3.31時点 279店)

① 三陸地域の観光資源等も活用した婚活イベントの開催
（釜石、宮古、大船渡地域各１回、参加者75名）

② “いきいき岩手”結婚サポートセンター（ｉ-サポ）周知
（R7.3月末時点沿岸圏域ｉ-サポ会員登録者数763名）

婚活イベント（宮古市） 事前セミナー（宮古市）
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いわてさんりく働き方改革推進運動 強化･拡大への取組
～若者・女性が働きやすい環境づくりを底上げ、「選ばれる企業増」と「働きやすい沿岸圏域」実現へ～

沿岸広域振興局では、人口減少（社会減）対策の一環として「いわてさんりく働き方改革推進運動」を展開しており、特に「いわて女性活躍企業等」の認定への支援を通じ、
男女共に働きやすい職場環境が整備された『選ばれる企業』を増やし、『働きやすい沿岸圏域』を実現する。

目 的

方 策

■令和７年度女性活躍認定セミナー等の開催実績(予定)

ハローワーク、商工関係団体、県男女共同参画セン
ター等と連携・協働し、圏域企業（経営者層、人事労務、
社内リーダー等）への「働きやすい環境づくり」への働
きかけ強化

企業訪問、各種会合等の多様な場面でのセミナー開
催・講師派遣を展開

※上記のほか、沿岸広域振興局主催「女性活躍認定セミナー」の録画
を活用したオンデマンド型セミナーも併せて開催予定。

１ 女性活躍認定セミナー等の開催強化

国のえるぼし認定につながる「いわて女性活躍企業等
認定制度」取得に向け、企業への支援を強化

２ 女性活躍企業認定取得に向けた伴走的支援
開催時期 催事名 主催（連携機関）

5月19日(月)
生衛業経営支援等事業承継勉強
会（釜石）

釜石商工会議所・岩手県
生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ

5月28日(水) 大槌商工会通常総会（大槌） 大槌商工会

６月10日(火)
いわて女性活躍企業等認定制度
に係るセミナー（宮古）

沿岸広域振興局（宮古）

9月1日(火) 人材確保セミナー（釜石） 釜石公共職業安定所

10月～11月 女性活躍推進セミナー（釜石） 沿岸広域振興局（釜石）

11月～１月 人材確保セミナー 沿岸広域振興局

11月～１月 産業革新セミナー 沿岸広域振興局

10～11月 女性活躍認定セミナー 環境生活部

注 力

2

認定数 認定見込数 認定増加数 周知数
（企業訪問数）

宮古 8 8 16 40

釜石 7 13 20 41

大船渡 0 9 9 67

合計 15 30 45 148

■令和７年度女性活躍企業等増に向けた取組状況 ※R7.9.16時点

⇒女性活躍認定セミナーを開催後、参加した
企業を訪問して伴走支援を行う仕組みを
局全体で強化

いわて女性活躍企業等認定制度に係るセミナー
宮古地域振興センター主催（6/10）



いわてさんりく働き方改革推進運動 強化･拡大への取組
～若者・女性が働きやすい環境づくりを底上げ、「選ばれる企業増」と「働きやすい沿岸圏域」実現へ～

方 策

４ 若手職員のワーキンググループによる活動

局内に設置したワーキンググループにおいて、圏域内
の市町村や企業等の若手とのつながりのもと、地域の実
態把握と、ジェンダーギャップ・アンコンシャスバイア
ス解消に有効な施策の検討・立案を展開

注 力

3

さんりくウーマン・ネットワーク
ラウンドテーブルミーティング（7/29）

３ さんりくウーマン・ネットワークによる活動

様々な分野・地域の関係者をメンバーとするネット
ワークにより、若手女性等の視点から地域のジェンダー
ギャップ・アンコンシャスバイアス解消に向けて活動

《取組内容》
(1) 取組に賛同するメンバーに参画いただき、アンコ
ンシャスバイアス解消に向けた課題や、他地域の事
例などの情報交換を実施し、施策立案の参考となる
アイデアをまとめる。

(2) 管内事業者に協力いただき、具体的な解決策につ
いてモデル的に検討し、沿岸圏域に即した取組を可
能な範囲で情報発信することで、若者・女性に選ば
れる地域向けた取組を促進する。

⇒とりまとめたアイデアを令和８年度事業へ反映

氏 名 所 属 分野等

及川 由里子 氏
(大船渡市)

Edit＆Co.合同会社
代表取締役

Ｕターン、男女共同参画、
女性起業家

佐々木美智子 氏
(宮古市)

宮古市企画部企画課
次世代交流支援室長

Ｕターン、仕事と子育て
の両立

千田 ゆきえ 氏
(大槌町)

株式会社千田精密工業
代表取締役（大槌工場）

Ｕターン、女性経営者

手塚 さや香 氏
(釜石市)

ライター・国家資格キャ
リアコンサルタント

移住者、フリーランス

中居 知子 氏
(山田町)

一般社団法人BlessU
代表理事

女性のデジタルリスキリング、
子育てコミュニティ

水島 寿人 氏
(釜石市)

一般社団法人じのもん流
通プロジェクト代表理事

男性、移住者、女性の起
業支援

《メンバー（五十音順）》

《スケジュール》

■ 若手職員ワーキンググループでの検討状況
・若手の視点から働き方改革、人口減少対策に関する課題を抽出
・地域同期づくりや、企業内でのコミュニケーション促進の重要性
・関係人口、インターンシップなど、若手視点でのプロジェクト
創出

■ さんりくウーマン・ネットワークの取組状況

さんりくウーマン・ネットワーク
先進地視察（気仙沼市）（8/21）

さんりくウーマン・ネットワーク
先進地視察（気仙沼市）（8/21）

時 期 内 容

７～10月
全４回の意見交換会をしながら、アンコンシャス

バイアス解消に向けたアイデアを検討
7月29日 ① テーマ設定、課題・アイデア提案
8月21日 ② 先進事例の調査（気仙沼市の視察）
９月 ③ 課題深掘りと意見交換、アイデア出し
10月 ④ 来年度に向けたアイデアとりまとめ

11～２月
圏域内で御協力いただける企業をモデルケースに、

働き方改革に関する解決策をモデル的に実証

若手職員ワーキンググループ
みやっこベース訪問（8/28）



取組状況 今後の展開

建設業のＤＸ体験

沿岸広域振興局管内における人口減少対策について

２ 社会減対策

Ⅱ 社会減対策の強化の３つの柱

１ 多様な雇用の創出、労働環境と所得の向上
働き方改革の推進や各産業分野における労働環境の向上等

① 沿岸圏域における働き方改革の推進運動
・いわて働き方改革運動 （参画企業数 140社(R7.3月末現在)）
・いわて女性活躍企業等認定制度 （認定企業数 111社(R7.3月末現在)）
・いわて子育てにやさしい企業等認証（認証企業数 33社(R7.3月末現在)）

② 企業の生産性向上の支援
・PwC Japanグループと連携した支援（経営指導４回、会計相談20回）
・経営支援アドバイザーによる伴走支援（７回）

③ 各産業分野における担い手確保
・小中学生及び高校生を対象とした建設業現場見学会、DX体験学習会
（釜石地区５校、大船渡地区３校、宮古地区２校、岩泉地区１校）

・高校生を対象とした林業体験会や就職相談会での林業就業PR
（大船渡地区２校、宮古地区２校、高校生しごとメッセin宮古でのPR)

④ 各産業分野における作業性の向上・スマート農業等の推進
・漁業「カイゼン」セミナー（10月）、アシストスーツ研修会（６月）、
漁業体験受け入れ（９～10月）

・スマート農業技術調査（８月）、スマート農業技術研修会（11月）

○ 産業の各分野における担い手確保

(2) 建設業若者入職促進事業
地経費（土木部、宮古・大船渡・岩泉土木セ）

(3) 漁業経営の持続的可能性強化支援事業【新規】

地経費（水産部、宮古・大船渡水産振興セ）

(4) 職業としての「林業」認知度向上事業【新規】地経費（農林部）

・ オーダーメイド型漁業体験
（R7年6月～R8年2月実施、参加者4～5名程度）

・アシストスーツ等の現場試用による導入促進
（スーツ等貸出先最大15件）

・働き手の確保に向けたセミナー（10月以降1回）

・ 大学生を対象に林業の認知度
向上に向けた講座開催

（講座及び現場作業体験
8/5-6、富士大学学生 7名）

漁業体験（漁業設備確認）

会計相談（住田町） 現場見学会（大平中学校） 林業職場体験(大船渡東高) 漁業体験受入れ（釜石市）

(1) 沿岸圏域における働き方改革の推進[再掲]
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場重機の乗車体験

・小中高校生を対象に現場見学会・出前講座実施
（予定12校、7月末実績７校）

・現場見学会・出前講座の中等で、建設業協会支部と連携したICT建設
機械を用いた新技術体験学習会の実施

・R7年6月～10月を中心に、釜石地区6校、大船渡地区3校、宮古地区2校、
岩泉地区1校で実施
（７月末時点開催実績：釜石地区5校、大船渡地区1校、宮古地区1校）

生徒が乗車し、
運転を体験。

林業の現地説明 伐倒体験



沿岸広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

２ 社会減対策

Ⅱ 社会減対策の強化の３つの柱

２ いわてとのつながりの維持・強化
若者の沿岸圏域への就職やＵ・Ｉターン等の移住定住促進

① キャリア教育による県内への若年層の定着支援
・学生の地元就職・進学者のUターン就職につなげるため、小中高校生を
対象とした企業見学会や出前授業等の実施
（企業見学会、出前授業、宮古地域企業ガイドブック作成）

② 大学生と管内企業のマッチング支援による県内外からの人材確保
・大学生の地元就職やＵ・Ｉターン就職につなげるため、県内外の大学と
の意見交換等（訪問：東北学院大学、東北福祉大学、岩手県立大学、
岩手大学、講義での企業説明：岩手県立大学宮古短期大学部）

③ 市町村との連携による移住定住の促進
・岩手県立大学地域協働研究（沿岸圏域への移住定住促進に向けた課題の
明確化と効果的な情報発信について）

・首都圏での移住PRセミナーの開催（東京交通会館・９月）
・移住体験ツアー（大船渡～釜石地区・10月）
・移住者との意見交換会（６月）、移住コーディネーター交流会（６月）

④ 地域おこし協力隊員任期終了後の地域への定着の推進
・隊員相互の連携・交流ネットワーク形成による活動の
充実と任期後の定着促進（研修交流会・11月）

移住体験ツアー（大船渡市）企業見学会（釜石市） 地域おこし協力隊交流会

○ 県内へのキャリア教育による若年層の定着支援
・沿岸地域就職促進事業 地経費（産業振興室、宮古地域振興セ）

・気仙地域ものづくり人材育成支援事業
地経費(市町村連携)（大船渡地域振興セ）

・地元就職、進学者のUターン就職につなげる
企業見学会や出前授業等の調整
予定：23校（小学校8、中学校7、高等学校8）
7月末実績：4校（小学校1、中学校1、高等学校2)

・就業支援員等による学校・企業訪問等

○ 市町村との連携による移住定住の促進
・いわて三陸地域連携移住定住等促進事業【一部新規】

広域（経営企画部、産業振興室、宮古・大船渡）

《情報発信の強化》
・沿岸圏域の「しごと」の情報発信
（20～30代の若年Ｕ・Ｉターン者紹介 10名）

・移住体験ツアーの実施（宮古地域・10/25-26）
・首都圏での移住PRイベント出展（11/22-23）
《支援体制の強化》
・移住コーディネーター交流会（住田町・６/26）
・沿岸圏域移住定住促進等連絡会議による連携強化

○ 地域おこし協力隊員任期終了後の地域への定着促進
・沿岸圏域で活動する地域おこし協力隊員定着・定住促進事業

地経費（経営企画部）

・沿岸圏域に定着した先輩隊員との交流研修会（住田町・10/2-3）
・定着・定住に向けた各種支援制度説明会 （住田町・10/2-3）
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特別支援学校向け（7/24）

第３回担当者ミーティング（8/19）



沿岸広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

２ 社会減対策

Ⅱ 社会減対策の強化の３つの柱

３ 地域の価値や魅力の発信による交流人口・関係人口の拡大
圏域の地域資源を活用した交流人口・関係人口の拡大

① クルーズ船寄港に対応した観光誘客・受け入れ促進
・クルーズ船寄港時のおもてなし活動の実施
（宮古港９回、大船渡港２回）

・旅行会社等の訪問によるオプショナルツアーの提案
（東京都及び神奈川県の旅行会社等の訪問）

② SNSを活用した誘客促進
・JR重販に向けた情報発信（秋季観光キャンペーン特設サイト内での周知)
・三陸潮風ストーリーハッシュタグキャンペーン（10月～11月）

③ みちのく潮風トレイル・三陸ジオパークを活用した国内外からの誘客拡大
・ＦＡＭツアーの開催による海外旅行代理店等の商品造成の推進
（北米旅行会社、外国向けメディア参加・12月）

・みちのく潮風トレイル全線開通５周年に合わせた魅力発信
（みちのく潮風トレイル全線開通５周年記念式典/交流会・６月
トレイルウォーキングイベントの開催・９月、11月）

飛鳥Ⅱ（9/10） ﾄﾚｲﾙｳｫｰｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ（11/2～3）ＦＡＭツアー（12/5）

○ 地域資源を活用した交流人口・関係人口の拡大
・いわて三陸交流人口・関係人口拡大進事業【新規】

広域（産業振興室、宮古・大船渡地域振興セ）

・ みちのく潮風トレイルや三陸ジオパーク等を活用したフォトロゲイニン
グ大会(陸前高田市・10/19) (JR東日本重点共創エリア指定(R7.9～11)と連動)

○ 地域資源を活用した広域観光の推進
・地域資源を活用したインバウンド等受け入れ体制整備事業【新規】

地経費（産業振興室、宮古・大船渡地域振興セ）

・ 宿泊・飲食事業者等を対象とした、インバウンド
受け入れ体制整備に受けたセミナー開催

・みちのく潮風トレイルコースマップのWEB版作成（３月）
（徒歩１時間区間を色分けし、利便性を向上）

○ 交通ネットワークの活用による誘客
・広域周遊観光促進事業【一部新規】

地経費（産業振興室、宮古・大船渡地域振興セ）

・沿岸圏域へのアクセス情報や周遊モデルコースのPR
(多言語対応周遊ガイド（印刷・折り畳み版）1,100部
周遊ガイド電子ブック版PRチラシ 1,000部)

・万博開催中の関西圏をはじめ、首都圏、仙台圏、
北海道における観光プロモーション展開
（6/21-22 大阪伊丹空港 ITAMI空の市）

・ＪＲ釜石線沿線広域エリア活性化委員会と連携した
観光列車「ひなび」活用による誘客促進
(9/2-4 大宮駅岩手産直市、9/6 盛岡駅前開運ホコテンでのPR活動
9/12・13 ひなび東北、9/14・15・19ひなび宮古、9/20ひなび釜石運行)

○ 通年での三陸地域活性化イベントの実施・支援
広域・地経費（経営企画部ほか）を活用した多様なイベントの開催

マップイメージ

多言語対応周遊ガイド
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県北局との相互開催

ITAMI空の市（6/21-22）



沿岸広域振興局管内における人口減少対策について

取組状況 今後の展開

３ プラスワン等特記事項

２ 社会減対策のプラスワン
地域の実情に応じた社会減対策の推進

①市町村との連携による移住定住の促進
沿岸圏域移住定住促進等連絡会議による沿岸局と管内９市町村の連携強化

②地域経営推進費「市町村連携枠」及び「小規模町村支援枠」の活用等に
よる広域局と市町村が連携した人口減少対策の推進

《市町村連携枠（抜粋）》
・気仙地域ものづくり人材育成緯線事業〈再掲〉（大船渡地域振興セ）
・三陸ジビエ産地確立支援事業（農林部）

《小規模町村支援枠》
【田野畑村】・子育て世代応援遊具整備事業

「道の駅たのはた」への幼児用
遊具の整備

【住田町】 ・事業承継支援事業
町内事業者の事業承継に係る
調査やマッチング支援

①少子化対策ミーティングによる市町村少子化対策支援
沿岸広域振興局内の関係部署で構成する少子化対策ミーティングメンバー
による管内市町村との意見交換（６月、９月、２月の年３回実施）

6/18大槌町、6/20住田町、6/25田野畑村、7/1岩泉町、7/2陸前高田市
7/4山田町、7/7大船渡市、7/31釜石市、8/1宮古市

②市町村との連携による移住定住の促進
沿岸圏域移住定住促進等連絡会議による沿岸局と管内９市町村の連携強化
・月１回の担当者ミーティングでの打ち合わせ及びテーマ別勉強会開催
・勉強会のテーマ（市町村からの希望によりテーマ選定）

7/9 若者向け情報発信のコツ（Instagram、ショート動画等）
8/19 地域おこし協力隊と移住定住事業
9月 特定地域づくり事業協同組合 ※今後も継続して開催予定

③地域経営推進費「市町村連携枠」及び「小規模町村支援枠」の活用等
《市町村連携枠（抜粋）》
・広域周遊観光促進事業（産業振興室）[再掲]
・三陸ジビエ産地確立支援事業（農林部）
ジビエ事業志向者現地視察(大槌町・6/25)、首都圏フェア出展(9～2月)

《小規模町村支援枠》
【田野畑村】・交流人口・関係人口拡大に向けた道の駅森林体験施設整備

・木質バイオマスの地域循環に向けた大学との連携
「道の駅たのはた」幼児用遊具

Ⅲ 少子化・社会減対策の+１（プラスワン）

１ 少子化対策のプラスワン
地域の実情に応じた少子化対策の推進

①地域課題分析型少子化対策支援事業による伴走支援
少子化対策に取り組む町村に対して、国の少子化対策評価ツールを活用し

た現状・課題分析を行い、地域の実情に合わせた施策を展開できるよう伴走
型支援を実施（対象町村：当管内では、田野畑村）

ワークショップ（10/21）

○ 「さんりくウーマン・ネットワーク」によるアンコンシャスバイ
アス解消に向けた取組[再掲]

○ 沿岸圏域における働き方改革の推進[再掲]

○ 広域局と市町村が連携した人口減少対策の推進

○ 若手職員ワーキンググループでの施策検討・立案[再掲]

7
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県北広域振興局における人口減少対策について 

本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

１ 自然減対策 

(1) 地域の実情に応じた少子化対策支援［拡充］ 

  ◆地域課題分析型少子化対策支援事業（本庁事業）の実施［継続］ 

令和６年度の久慈地域に引き続き、二戸地域において、地域の少子化の要因につ

いて幅広い視野から的確に把握・分析し、課題解決に

向けて、地域の実情に応じた効果的な対応策を検討す

るためのワークショップを開催 

・5/19～9/1 ワークショップ開催（５回） 

町村の現状把握、事業アイデアの構想・策定、広   

域検討が必要な事業の洗い出しなど 

 

 

 

◆人口減少問題等に関する市町村職員勉強会の開催［地経費、新規］ 

久慈地域では、令和６年度地域課題分析型少子化対

策支援事業の検討結果を踏まえ、市町村ごとの課題を

検討するワークショップを開催 

・4/17～8/29 ワークショップ開催（４回） 

令和６年度事業の振り返り、客観的指標の確認、 

着目する地域課題の検討・設定、アンコンシャス 

バイアス解消への取組検討など 

 

 

◆地域の実情に沿った住宅対策の検討［地経費、新規］ 

若者向けの住宅不足に対応した、地域の実情に沿った住宅対策を検討 

   ・民間事業者による住宅供給実態に関する調査 

 

 

 

 

 

 

 

・ワークショップの成果をもとに、本庁関係課と

来年度の施策（本庁・広域局・市町村）を検討 

・各市町村における人口減少の取組を共有し、そ

の効果的な展開を検討 

・第６回（9/24）：優先検討事業の設定等 

 

 

 

 

 

・ワークショップの成果をもとに、具体的な事業

化に向けた伴走支援を実施 

・第５回（10/3）：事業アイデアの検討・策定 

・第６回（11/7）：広域事業の整理 

・第７回（11/21）：セミナー開催 

・第８回（12/22）：市町村事業の設定 

 

 

・ワークショップを活用した取組の検討 

空き家バンクの活用策 

市町村、民間企業と連携した対応策 等 

 

資料５-４ 
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本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

(2) 子育て支援［拡充］ 

  ◆子育て世代の働きやすい職場環境づくりの支援［継続］ 

子育て支援サービスの向上に向け、「いわて子育てにやさしい企業等」の認証取

得の勧奨や「いわて子育て応援の店」協賛店の登録制度を紹介 

・企業訪問等による「いわて子育てにやさしい企業等」の認証取得の勧奨 

（新規認証取得１社） 

   ・県北局ＳＮＳでいわて子育てにやさしい企業に認証された管内企業を紹介 

・企業訪問等による「いわて子育て応援の店」協賛店の登録制度の紹介 

・認証取得企業、登録店に対する具体的な効果等の調査 

 

 

 

 

・認証取得等企業の具体的な効果を未取得企業等

に紹介する取組を推進 

 

(3) 結婚支援［拡充］ 

  ◆出会いの機会の創出［地経費、新規］ 

本庁事業の「岩手であい・幸せ応援事業」や市町村と連携し、多様な出会いの機

会創出や有配偶率の向上に繋がる施策を展開 

・市町村と今後の方向性等について意見交換（４月末～５月） 

・意見交換の結果を踏まえた若年者離職防止施策「Ｒｅフレッシャーズミーティ

ング」の枠組を活用した多様な交流機会創出の検討 

 

 

 

 

・若年者離職防止施策と連携した交流促進事業を

実施（10/22） 

・若手職員等による交流促進策の検討 

(4) 女性活躍支援［拡充］ 

◆働きやすい職場環境づくりの支援［拡充］ 

ジェンダーギャップの解消や女性や若者等が働きやすい職場環境づくりを支援す

るための施策を展開 

・企業訪問等による「女性活躍認定企業」の認証制度を紹介 

・県北局ＳＮＳによる女性活躍認定企業に認証された管内企業の紹介 

・認証取得企業に対する具体的な効果等の調査 

・ジェンダーギャップの解消及び高等教育

人材確保に向けた企業の経営層向けセミ

ナーの開催準備 

・国の「地域働き方・職場改革に取り組む 

自治体」に久慈市が参加 

 

 

 

 

・認証取得企業の具体的な効果を未取得企業に紹

介する取組を推進 

・企業の経営層向けセミナーの開催（10/16） 

講師：（一社）アンコンシャスバイアス研究所 
 理事 杉本 美晴 氏 ほか 

・ジェンダーギャップ解消に向けた情報発信、企

業の会議等における啓発 

・久慈市若者・女性に選ばれる職場改革・働き方

改革に向けたセミナーの開催（10月）支援 
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本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

２ 社会減対策 

(1) キャリア教育の充実［拡充］ 

  ◆進学希望の高校生向けの取組 

将来的なＵターンの促進を図るため、進学を希望する高校生向けのキャリア講座

の実施［広域、拡充］ 

   ・福岡高校でのキャリア講座（カシオペア講座）において、医療従事者の業務内

容等を紹介 

※第１クール（7/3～8/28）５回開催、28 名参加 

  

◆就職希望の高校生向けの取組 

地元就職の促進を図るため、就職を希望する高校生向けの職業体験や業種理解促

進の取組を実施［広域・地経費、継続］ 

・企業人による出前講座の実施 

※ 北桜高校（総合校舎）（5/22）、伊保内高校（5/28）、軽米高校（6/12） 

   ・企業訪問ツアーの実施 

    ※ 伊保内高校（6/5）、北桜高校（総合校舎）（6/12）、軽米高校（7/28） 

 

◆中学生向けの広域的な取組を支援 

久慈管内の中学２年生を対象としたキャリア教 

育の広域展開［地経費市町村事業、新規］ 

・合同職業講演会キャリアオーケストラの開催に

係る関係機関との調整 

・事業所等において社会体験を行う社会体験 WEEK

の開催に係る関係機関との調整 

  

◆小中学生向けの取組 

久慈管内の小中学生に地元の産業を紹介［地経費、継続］ 

・漁業に関する説明会開催に向けた関係機関と調整 

 

 

 

 

 

・福岡高校カシオペア講座（第２クール）の実施

(９～11月) 

・高校生の業種理解セミナーの実施（10月） 

 

 

 

・高校生の業種理解セミナーの実施（10月） 

・企業訪問ツアーの実施（12 月） 

 

 

 

 

 

 

・合同職業講演会キャリアオーケストラの開催

（10/9） 

・社会体験 WEEK の開催（11/11～13、18～20） 

 

 

 

 

・漁業に関する説明会の開催（11月） 
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本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

(2) 若者の職場定着［拡充］ 

  ◆地元に就職した若年者等の定着支援 

早期離職の防止を図り、同世代間のネットワーク 

の構築を図るための取組を推進［広域・ゼロ予算、継続］ 

・新規学卒就職者を対象とした「フレッシャー

ズ・カフェ」の開催（7/1） 

・２～３年目の若手社員を対象とした「Ｒｅフレ

ッシャーズミーティング」の開催準備 

 

◆アパレル産業に関する認知度向上 

インターンシップの受入支援、教育機関と連携し 

た取組を推進［広域・地経費、継続］ 

・高校等への北いわてアパレルインターンシップ 

プログラム事業の周知 

   ＜実績＞※８月末時点 

    受入企業：５社 

    参加人数：９名（うち県北管内高校５名、県内高校１名、県外専門学校３名） 

   ・北いわてアパレル産業振興会と北桜高校との連携した取組を推進 

   ＜指導実績＞ 

    ７回の技術指導を実施（6/24～9/16） 

 

 

 

 

 

 

・Ｒｅフレッシャーズミーティング開催（10/22） 

※アンケート結果の企業へのフィードバック 

（ジェンダーギャップ解消、働き方改革等 を含む） 

 

 

 

・インターンシップの受入支援 

・管内アパレル企業の認知度向上、人材確保に向

けたＰＲ動画の作成 

 

 

 

 

(3) 広域的な移住定住の推進及び情報発信の強化［拡充］ 

   県と市町村で構成する「県北地域移住定住推進プロジェクトチーム」において、

各種の広域的な移住定住の取組を推進 

 ◆県北地域を体感できる広域移住体験ツアーの実施［広域、拡充］ 

   広域連携のシナジー効果による県北地域の多彩な魅力を発信するため、広域移住

体験ツアーを実施 

・先輩移住者との交流会など、参加者が地域での暮らしをより具体的にイメージ

できる機会を創出する行程の造成 

 

 

 

 

 

 

・ツアーの実施 

久慈地域：10/11～13  二戸地域：11/１～3 

・ツアーの選考から外れた方を含めた全ての応募

者に対する継続的なフォロー 
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本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

  ◆大規模な移住イベントへの出展 ［広域、継続］ 

新たな移住希望者層へのアプローチの機会である移住イベントへ出展し、具体的

なライフスタイルの魅力を発信 

   ・ＴＨＥいわてＤＡＹ(8/30)への出展 

・ふるさと回帰フェア(9/20～21)への出展に向けた準備 

 

◆北いわての魅力の発信［地経費、拡充］ 

移住希望者へ「北いわての暮らしや魅力」を具体的にイメージできるガイドマッ

プを作成し、情報発信を強化 

・構成内容の検討、コンテンツの収集 

 

 

  ◆管内自治体職員の移住・定住施策の企画力向上［広域、継続］ 

先進自治体等の専門家から、最新のトレンドや政策動向を学び、管内市町村の移

住定住施策の企画力向上を図るための取組を推進 

・企画力向上研修会の開催準備 

 

 

 

・ブース訪問者への継続的フォロー 

・ふるさと回帰フェア（９月）における「北いわ

て」の魅力の発信 

※広域局が一体的に情報発信 

 

 

・ガイドマップを活用した全国的な移住イベント

等での情報発信 

・ＳＮＳでの発信への展開 

 

 

 

・企画力向上研修会の開催、企画担当間の交流・

意見交換 

(4) 移住者定着支援［拡充］ 
  ◆地域おこし協力隊等の定着支援［広域、拡充］ 

地域おこし協力隊など新たな地域の担い手の定着支援の取組を推進 
・任期後の進路を見据えたフォローアップ研修等の開催準備 

 

 

 
・フォローアップ研修の実施（10/31） 
・地域住民の理解促進、協力隊同士の連携強化の

ための活動報告会を開催（２月） 

(5) 交流人口・関係人口の拡大に向けた広域観光等の推進［拡充］ 
  ◆北いわてアドベンチャーツーリズムの推進［広域、拡充］ 

地域が持つ豊かな地域資源とアクティビティを組み合

わせた「北いわてアドベンチャーツーリズム」を推進 
・久慈エリア：周遊ルートの造成の検討（７月～） 

   ・二戸エリア：第１回分科会の開催（7/3） 
造成コースの試験販売（9/1～11/30） 

 
 

 

 
・久慈エリア：ルート案の作成、実証調査(10月～) 
・二戸エリア：第２回分科会の開催（12月） 

試験販売の実施結果検証（12月） 
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本年度の取組状況（4/1～9/19） 今後の展開（9/20～） 

◆八戸圏域への誘客プロモーション等の強化［広域、新規］ 

歴史的・文化的につながりの深い八戸圏域からの誘客を図り、交流人口・関係人

口を拡大 

   ・鉄道を利用したツアー商品の造成の検討 

   ・鉄道ツアー連動した「北いわての食」関連イベントの開催準備 

・八戸市等の関係機関と連携した県北圏域の認知度の向上に向けた観光情報の発

信等のプロモーションを展開 

〔三沢エリア〕9/7 

   ・八戸市の大型商業施設での北いわて物産フェアの開催準備 

 

◆世界遺産「御所野遺跡」を核とした誘客促進、交流の拡大［広域、拡充］ 

県民や縄文文化ファンに「北いわての縄文」の魅力を発信 

・縄文周遊発掘デジタルスタンプラリー（7/18～11/30） 

・教育旅行誘致説明会への参加（函館8/5、札幌8/6） 

 

◆北いわて・お城コンシェルジュを活用した情報発信等［広域、継続］ 

北いわて・お城コンシェルジュを委嘱した久保井朝美氏の発信力等を活かした県

北地域の歴史・文化資源に係る情報発信等 

・関係機関（九戸城イベント実行委員会、北緯

40°ナニャトヤラ連邦会議等）との調整 

・久保井氏を講師に招いたガイド等関係者向けの 

研修会等の検討 

 

 

 

・ツアー商品の販売（10月～） 

・ツアー催行（11月） 

・ツアー連動した「北いわて市」開催（11月） 

・観光情報の発信等のプロモーションを展開 

〔八戸エリア〕9/28・10月・11月 

〔三沢エリア〕10月・11月 

・八戸市での北いわて物産フェア開催（11/8～9） 

 

 

・御所野縄文ＷＥＥＫの開催（10/18～26） 

・北いわて縄文カードの作成、配布（1月） 

・縄文遺跡ガイド交流会の開催（2月） 

 

 

 

 

・九戸城まつりの開催支援（9/28） 

・「お城めぐり（九戸城、久慈城、根城）」をテー

マとした情報発信（９月～） 

※北緯40°ナニャトヤラ連邦会議連携事業 

・お城ＥＸＰＯへの九戸城ブース出展(12/20～21) 

・ガイド等関係者向けの研修会の開催（１月） 

    


